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要旨 

 

 本論文では、急激な拡大が進む再生可能エネルギーについて、特に日本の太陽光発電所の

立地が持つリスクを地理情報システム（GIS）によって分析する手法を考案した。また、そ

の結果を開発途上国での再生可能エネルギー導入に向けて応用する検討を行った。 

 第 1 章では、本論文の問題意識と本研究が総合生存学との繋がりにおいて持つ意義を概説

した。本研究は、大枠では気候変動という今日人類が直面している課題に付随する再生可能

エネルギー導入の問題に焦点を当てた。具体的には、日本における太陽光発電所が立地する

エリアの災害リスクについて、研究の背景と先行研究をまとめ、GIS の手法を用いて分析し

た。さらに、それらの分析について、どのような対策がとりうるか提起し、また、開発途上

国への応用について検討を行った。総合生存学は、人類が将来にわたって生存するための方

策を、学問分野の枠を超えて研究し、実践することを通して模索する学問である。本研究は

そのような総合生存学の一つの実践として意義を持つものと言える。 

 第 2 章では、気候変動問題の解決に向けて、再生可能エネルギー導入の拡大が進んでいる

点を既存のデータや研究から説明する。2015 年に行われた第 21 回国連気候変動枠組条約締

約国会議（COP21）でパリ協定が合意されて以降、その傾向は顕著である。実際、各国政府

は脱炭素を実現する目標年限を決め、それを達成する方策の一つとして再生可能エネルギー

導入の大幅増加を目指すようになった。また、先進国と開発途上国では導入の進展に違いが

あることを例示している。例として、日本とベトナムの再生可能エネルギー導入の状況を論

じた。 

 第 3 章では、再生可能エネルギー発電所の立地リスクについて先行研究を整理し、本論文

の貢献の位置付けを行った。急激な再生可能エネルギーの拡大がもたらす影響については、

経済性や出力変動の問題は多く議論されてきた。また、社会的受容性の観点から再生可能エ

ネルギー導入に関する研究も行われている。しかし、再生可能エネルギーの立地点が持つリ

スクの観点からは、日本では近年自然災害への注目は高まってきているものの、定量的な分

析はまだ少ない。そうした状況で、本論文では、太陽光発電所を中心とする再生可能エネル

ギーの立地には自然災害のリスクがないのかという点を課題として、GIS 分析の応用を行い

明らかにしている点で貢献を行なっている。 

 第 4 章では、前章で示した研究課題に基づいて、日本の太陽光発電所の立地とその災害リ

スクを分析した。日本は災害が多く発生する国である。一方で、固定価格買取制度が導入さ

れ、再生可能エネルギーが推進されるようになり、太陽光発電所の数が大きく増えている。

災害リスクと太陽光発電所の相関を明らかにすることは急務となっている。そこで、太陽光

発電所の立地と土砂災害及び洪水・浸水の危険が高いエリアが重なる部分を GIS 解析によっ
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て累計した。また、それらの地点について、地点ごとの日射量の情報などを組み込んで年間

の発電量を推定することで、想定しうる損失を算出した。加えて、具体的な事例として、令

和元年の台風の事例をもとに、本分析手法に基づいて実際の浸水域のデータから太陽光発電

への影響を試算した。 

 第 5 章では、前章の分析に基づいて、どのように太陽光発電所の立地に関するリスクを緩

和できるか考察した。再生可能エネルギーが全電源中で果たす役割が大きくなるにつれて、

そこに生じるリスクの持つ潜在的な社会的コストが高まっていく。しかし、国際的な議論は

気候変動に対処するため、再生可能エネルギー導入を急ぐ方向に進んでいる。こうした状況

で大量に再生可能エネルギーを導入し続けるためには、そのリスクを軽減する保険などの補

償構造が必要となると論じた。また、将来的に開発途上国に応用することを検討するため、

ベトナムを例に、再生可能エネルギー導入と災害リスクの現状を論じ、それらを分析するた

めに必要な点を整理した。地球規模で見れば、経済成長が著しい開発途上国での脱炭素化は

気候変動問題解決に欠かせない。近年の国際協調枠組みに則って、今後開発途上国でも再生

可能エネルギーの導入が拡大する見込みである。その際には当然、災害などのリスクを回避

した導入政策が求められる。 

 第 6 章では、本論文の議論をまとめ、今後の研究課題を述べた。本論文は、太陽光発電所

の立地点に関する地理情報データに基づいて、それらの立地点と土砂災害及び洪水を対象と

する災害リスクとの地理的な比較分析をおこなった。その結果、先行研究では示されていな

い日本全国を対象とした太陽光発電所自体の持つ脆弱性について初めて知見が得られた。ま

た、太陽光発電所の年間発電量の推計により災害が起こった場合の損失を推定し、復旧まで

の期間を短くすることで太陽光による発電量の低減を防ぎうることを示唆した。こうしたリ

スクの分析に基づいて、国土の限られた中で太陽光発電所の増設に必要な投資を促進するた

めに、ある程度災害発生のリスクの存在するエリアに建設する発電事業者のリスクを軽減す

る保険を推奨する仕組みが必要と提言した。加えて、開発途上国への応用に向けた論点整理

した。その上で、今後の研究では、災害リスクをより多面的に捉えて分析を行うこと、およ

び、太陽光発電以外の再生可能エネルギーへの応用を実装すること、さらには、開発途上国

でのデータ整備を含む精緻化を行うことであると述べた。 
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1. はじめに 

 

1.1 問題意識 

 2015 年 12月にフランス・パリで行われた気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（COP21）

で、気候変動問題について国際的な議論が行われた（United Nations, 2015）。その中で論点と

なったのは、大きく分けて 2 点ある。第 1 は、温室効果ガスを削減していくことで、産業革

命前からの温度上昇を 2度に抑えるだけでなく、1.5度上昇の目標を置き、それに向けて 5

年ごとの検証を行っていくというものである。第 2 は、先進国が途上国の気候変動対策費用

として 2020 年まで年間 1000億ドルを支援するというものである。2021 年にイギリス・グラ

スゴーで行われた COP26 では、この 2 点目に関して、今後 5 年間のさらなる支援拡大が議

論され、会議では先進国と途上国のせめぎあいが続いた。途上国にとって、気候変動対策を

するということが発展へのコストとなるため、先進国からのさらなる支援が必要だという主

張がなされた。 

 経済成長と環境保全が両立しうるかは、長く議論されてきた。20世紀後半に公害や環境

破壊が問題となると、この点について、専門的な研究が行われ始めた。また、1992 年のリ

オ地球サミット等で地球温暖化などの気候変動問題が取り上げられ、持続可能な発展の概念

が敷衍すると、開発と環境の議論は世界的に行われるようになった。しかし、ここで振り返

ってみると、これらの問題は途上国においても同様に重要であると考えられるにもかかわら

ず、議論はある程度経済成長が進展した国によって行われるのが主である。発展の初期段階

の国では、環境が経済政策の中心命題として扱われることは限られてきた。なぜなら、地球

規模での環境問題を考える前に、豊かに暮らすための経済水準の達成が必要だと考えられて

いるからだ。しかしながら、近年、新興国が急激な経済成長を達成し、それらの国による地

球環境への負荷が甚大であることを見れば、これらの国々が今後も引き続き、これまで先進

国が発展したような経路で経済成長を行うと、地球規模での環境破壊的な種々の問題を生ず

るということは避けて通れない。具体的には、気候変動への影響にとどまらず、国内的およ

び越境的な大気汚染などの問題、さらには地域格差や自然災害の発生といった問題まで、多

岐にわたる。さらに別の観点から言えば、地球規模で見れば地球環境への影響は微細である

と考えられている途上国の中にも、気候変動に対して脆弱性を持つ国々が多くある。例えば

太平洋の島嶼国は、気候変動に付随すると考えられる海水面の上下に影響されることから、

この顕著な例であろう。これらを念頭におくならば、途上国においても、発展の初期段階か

ら環境保全的な発展計画が立てられる必要がある。 

 これらの環境的・社会的に持続可能な発展を議論する文脈において、近年、先進諸国で、

実践の伴う議論が遂行されてきたのが再生可能エネルギーの分野である。固定価格買取法
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（FIT）などの制度が拡張され、持続可能な発展に重要な役割を担うようになってきた。再

生可能エネルギーは、持続可能なエネルギーと同義ではない。再生可能エネルギーの導入は

環境面での持続可能性に貢献する部分はあるだろう。しかし、それだけでは社会面での貢献

は少ないと言える。その運用方法を改良することで社会的な問題の解決にも貢献することが

できる、という議論が活発に行われている。 

 しかしながら、今後気候変動が進展するにつれて、自然災害のリスクも高まることにな

る。そうした際に、再生可能エネルギーを基盤とする電力構成に移行する場合には、それら

のインフラが直面しうる災害リスクに関する研究がなされることは重要になってくる。これ

までは、再生可能エネルギーを基盤とする電力構造はレジリエンスを高めるという点に焦点

を当てた研究が多くなされているが、災害が再生可能エネルギーの設備そのものに与えるリ

スクに関する研究が必要となる。また、開発途上国においても再生可能エネルギーの導入が

徐々に進むことが予想されるが、その際には先進国における場合以上に災害リスクの観点を

考慮した電力開発が必要となる。 

 こうした問題意識の元、本論文では、再生可能エネルギーの導入について、災害リスクと

いう側面から地理情報システム（GIS）技術を用いて分析する。また、それを開発途上国に

将来的に応用することを検討するために、ベトナムを例に検討する。 

 

1.2 研究の目的と手法 

 再生可能エネルギーの拡大がもたらす影響について、その立地が持つリスクの観点からは

定量的な分析はまだ少ない。そこで本論文では、日本全国を対象とした太陽光発電所自体の

持つ脆弱性を明らかにすることを目的として、太陽光発電所の立地点に関する地理情報デー

タに基づいて、それらの立地点と土砂災害及び洪水を対象とする災害リスクとの地理的な比

較分析をおこなう。また、太陽光発電所の年間発電量の推計により災害が起こった場合の損

失を推定する。日本を対象にして分析を行う理由は、再生可能エネルギーの導入が進む先進

諸国の中でもとりわけ日本は災害のリスクが大きいからである。また、太陽光発電所を対象

としているのは、太陽光発電所の持つ分散型の特質から、日本全国の様々な地点に立地して

おり、災害への脆弱性を有するからである。日本では、太陽光発電の割合を増加させようと

すると、限られた国土面積という制約から、どうしても災害リスクのあるエリアへの導入が

行われることになる。 

 また、この成果をもとに、今後再生可能エネルギーの大幅な導入が見込まれる開発途上国

でも、導入プロセスでの災害リスクの検討は再生可能エネルギーが安全に導入されるために

不可欠になる。そこで、再生可能エネルギーの立地点がもつ自然災害のリスクの分析を開発

途上国、特にベトナムへの応用することについて検討することも目的とする。 
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 この点について特にベトナムを対象にして分析を行う理由は、まずベトナムが風水害を中

心とする自然災害の多い国だからである。ベトナムは南北に長く、その東側は海に面してい

る。そのため、夏季には多くの台風が上陸し、被害をもたらす。加えて、ベトナムは近年の

経済成長に伴って電力需要を増加させているからである。近年の電力需要の増加は石炭火力

で賄ってきたが、国際的な脱炭素に向けた潮流の中で、政府は再生可能エネルギーを推進す

る政策へと舵を切っている。今後もこの方向性が続くとすれば、ベトナム国内ではさらに太

陽光発電所をはじめとする再生可能エネルギー設備が導入されていくことになる。そうした

際に、災害リスクが考えられているかどうかは、その設備が導入される近隣の住民や社会に

大きな影響を与えることになる。 

 これらの目的を達成するために、本論文ではまず先行研究のレビューを行う。再生可能エ

ネルギーの立地に関する研究は多くなされている。それらをまとめた上で、これまであまり

定量的に分析されてこなかった再生可能エネルギーの立地に関する災害リスクについて、特

に災害が多く発生して社会的にも注目度が高まっている日本の文献を中心にレビューする。

次に、日本の太陽光発電所の立地を対象にして、地理情報システム（GIS）分析を行う。日

本の太陽光発電所が立地する地点の位置情報データと土砂災害と洪水のリスクが存在するエ

リアの位置情報データを用いる。それらのデータを使って GIS でオーバーレイ分析を行い、

どれくらいの割合の太陽光発電所の立地点がリスクを有しているか明らかにする。また、そ

れらの地点について、地点ごとの日射量の情報などを組み込んで年間の発電量を推定し、想

定しうる損失を算出することを行う。加えて、具体的な事例分析として、令和元年の東日本

台風の事例をもとに、本分析手法に基づいて実際の浸水域のデータから太陽光発電への影響

を試算する。最後に、開発途上国、特にベトナムで同様の分析を行うことを想定し、必要な

論点を整理する。 

 

1.3 総合⽣存学の⼀つの実践として 

 『総合生存学』（川井 ほか、2015）の序論には、「総合生存学は、地球や生物の歴史、人

類史や文明史に学び、教訓を得て、人類と地球社会が生き延びる方策を模索する学術であ

る」と書かれている。すなわち、複合的かつ国際的な問題を一つの学問分野に依ることなく

克服するための思想や方策を研究する学問のことを総合生存学と呼んでいる。その模索は、

「実践」を通して行われている。その体系として、その学問の構成要素が 3 つの階層に構造

化されることをあげている。すなわち、上から、「生存知」の概念に関わるもの、方法論に

関わるもの、そして社会実装などの実践論に関わるものである。また、その方法として、課

題分析・抽出に基づいて研究し、その定式化・構造化をへて社会実装へと繋げることが示さ

れている。その実践という目的については、前出書の続編である『実践する総合生存学』
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（池田・京都大学総合生存学研究会、2021）において、各個人の実践の過程がプロセスとし

て描かれている。 

 本研究は、人類の生存に関わる気候変動と言う大きな問題を切り口に、脱炭素社会を目指

すにあたって再生可能エネルギーがいかに導入されるのかについて、災害リスクの観点に着

目しながら論じる。さらに、日本でのデータ分析を途上国、特にベトナムに応用するにはど

うすればよいかという点についても検討を行っている。再生可能エネルギーを途上国で導入

することは世界全体の持続可能な発展という課題に直結する。また、気候変動という国際問

題の解決に資すると同時に、災害リスクへの脆弱性の低減という人間の生活そのものに貢献

する。そのことは、しいては、社会のいわば「生存可能性」を高めることに繋がると考え

る。 

 さらに、本研究の手法は、地理情報システム（GIS）分析を応用したものとなっている。

社会的な課題に学問の枠を超えて分析するという学際的なアプローチは、実践を志向する総

合生存学への一つの貢献として意義があると考える。それ以外にも、補論としてベトナムで

のミクロレベルの調査をおこなっており、そこでは実際にコミュニティでどのようなエネル

ギー転換の実践が行われているかに関してフィールドワークの手法も用いて分析しており、

複数分野の学問体系の知を結びつけている。 

 また、著者は、本大学院カリキュラムとして組み込まれている海外武者修行及びプロジェ

クトベースドリサーチ（PBR）では本研究に関連する分野で実践の活動を行った。具体的に

は、海外武者修行として、2017 年 4月から半年間、国際エネルギー機関（IEA）でインター

ンシップを行った。そこでは、IEA に関係する協力国とのリエゾンのほか、Southeast Asia 

Energy Outlook 2017 の報告書の執筆に貢献した。また、2017 年 10月から半年間、経済協力

開発機構（OECD）の開発センターに勤務し、タイの Multi-dimensional Country Reviews のレ

ポートの環境分野について貢献した。PBR では、2018 年 4月から９ヶ月間、ベトナム国家

大学ハノイ校の土地分析（FIMO）センターに滞在し、北部のハノイ市とタイビン省の農村

域の稲藁残渣の推定を行った。また、南部のカントー省でのバイオガスをコミュニティで共

有するプロジェクトにも参加して活動を行った。 

 これらを踏まえれば、人類課題である気候変動に対処するための方策を研究するという根

源的な目的の達成に向けて、学問分野の枠を超えて、実践を伴いながら行われた本研究は、

総合生存学に関連しており、そこに一定の貢献をするものと言える。 

 

1.4 研究の構成 

 本論文の構成は以下の通りである。まず、次の第 2 章では、気候変動という人類課題に関

する議論を辿る。また、気候変動を抑制するための方策として世界の多くの国々で導入が進

再生可能エネルギーについて概観する。第 3 章では、再生可能エネルギーの立地点のリスク
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分析に関する先行研究を行う。再生可能エネルギーをベースとした電源構造は災害時にも有

効であることが研究されている一方で、再生可能エネルギーの立地と災害リスクについては

これまで多く研究されて来なかったことを述べる。次に、第 4 章では、日本の太陽光発電所

の立地点がもつ災害リスクについて、土砂災害や洪水を対象として分析する。地理情報シス

テム（GIS）を用いて、日本の太陽光発電所が公的に定められた土砂災害警戒区域や洪水浸

水想定区域の各エリアと重なっている箇所を計測し、それらの地点における発電量を推計す

る。また、実際の災害による浸水域のデータを用いて分析を行う。第 5 章では、再生可能エ

ネルギー立地点の災害リスクに関する分析の応用について論じる。まず、日本での再生可能

エネルギーの災害リスクを低減させるために、データ基盤や保険システムの構築が重要であ

ることを説く。さらに、そうした再生可能エネルギーの災害リスク低減に関する議論を、今

後再生可能エネルギーが大幅に導入されると予想される開発途上国に応用するために、ベト

ナムでの分析を行う際の事例を検討する。最後に、第 6 章では、本論文の結論を述べ、今後

の展望を述べる。 
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2. 気候変動と世界での再生可能エネルギー導入の拡大 

 本章では、気候変動という現在人類が直面している課題について議論を辿り、それに対処

するための有望な方策とみられている再生可能エネルギーの導入に関する現状を説明する。 

 

2.1 21世紀の人類課題としての気候変動 

 長期的に見れば、地球の気候は大きく変遷してきた。例えば先カンブリア紀には全球凍結

の期間が数回あったと推測されている（Kirschvinkほか、2000）。地球環境は地質学的あるい

は生物学的要因によって寒冷な氷期と温暖な間氷期変遷してきた。より短期的には、1万年

ほど前に終わった最終氷期に関する研究がグリーンランドの氷河の分析する手法を用いて行

われている（Meeseほか、1997；Svensson、2005）。その後、世界各地で文明が興り、有史時

代が現在まで続いている。 

 今日地球環境に関する議論の中心的テーマとなっているのは、人類の活動によって引き起

こされる温室効果ガスを原因とする気候変動である。前章で述べた通り、2015 年にパリで

行われた COP21 での議論以降、その流れはますます強まっている。1992 年にブラジルのリ

オ・デ・ジャネイロで行われた「環境と開発に関する国際連合会議」において採択された気

候変動に関する国際連合枠組条約は 197 の国と組織が締結している（執筆現在、UNFCCC の

ウェブサイトによる）。つまり、その条約の締約国会議（COP）は、世界中のほとんど全て

の国が参加する環境問題を扱う会議体であるといえる。その議論の趨勢は、1997 年に採択

された京都議定書の時代を経て、2015 年のパリ協定の締結によって新しい段階に入った。 

 パリ協定は、世界の平均気温を、産業革命前の水準と比べて 2度以上低く保ち、1.5度以

下に抑える努力をすることが目標として掲げられている（United Nations, 2015）。そのため

に、できる限り早く温室効果ガスの排出量を低減させ始め、今世紀後半には温室効果ガスの

排出と、植林などによる温室効果ガスの吸収の合計をゼロにすることが目指されている。温

室効果ガスの排出と吸収の合計をゼロ以下にすることが脱炭素（カーボンニュートラル）で

ある。つまり、今世紀後半までに脱炭素を実現することが謳われた。 

 その後、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）は、1.5度目標に関する特別報告書を公

表し、1.5度に気温上昇を抑えるためには更なる排出量削減の努力が必要であると指摘し

た。さらに、IPCC の自然科学的根拠を対象とした分析を行う第 1作業部会（WG1）が公表

した最新の評価報告書では、現在進んでいる地球温暖化は人間の活動によるものと断定され

ている（IPCC、2021）。産業革命以降の化石燃料を使った経済活動によって二酸化炭素が多

く排出されていることが原因となっている。図 2.1 が示す通り、1850 年以降の気温上昇はそ

れまでの 2000 年と比べて著しい。また、図 2.1内右側に示されたシミュレーションでは、人

間活動の影響を除いた場合には 1850 年以降も気温上昇が見られなかった一方で、人間活動
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の影響も考慮すると実際に観察された気温上昇幅に近くなっていることから、人間の活動が

原因となり気温が上昇していることがわかる。 

 

 
図 2.1 産業⾰命以降の地表気温の変化とその要因 
（出典：IPCC, 2021） 

 
図 2.2 ⼈為由来の種類別温室効果ガスの変移 
（出典：IPCC, 2014） 
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 温室効果ガスは、熱量を大気中に留める温室効果を有する気体の総称で、メタンなどを含

む呼称だが、その中でも二酸化炭素がもっとも大きい割合を占めている。図 2.2 では、二酸

化炭素は 2010 年の温室効果ガス排出量の中で、76%を占めている。二酸化炭素排出量のう

ち、11%は、森林の減少やその他の土地利用の変化に起因する排出量のことである。また、

メタンの排出量は 16%を占めている。そのほかに、一酸化窒素やフロン類が挙げられてい

る。 

 今日の人類が直面している気候変動問題とは、人類の活動が原因である温室効果ガスの排

出をいかに抑えるか、あるいは、いかにして削減していくかという点が課題となっているの

である。もちろん、冒頭見たように、人類の活動によらない、地質学的な次元の時間単位で

の環境変化にいかに対応するのかという点も、確かに根本から人類の生存を考えるなら対処

すべき課題となる。しかし、まずは直近で発生し直面している課題に取り組み、乗り越える

ことが重要である。 

 

2.2 気候変動対策と再生可能エネルギー導入の拡大 

 前節では、人類の活動に由来する温室効果ガスをいかに抑えていくかがまず対処すべき気

候変動問題であると述べた。その温室効果ガスの排出量について、部門別では、電力や熱を

生成する際に発生するものが大きな部分を占めている。2019 年には、電力と熱の生成によ

る CO2排出量は 14.0Gt で最も多かった。それ以外は、運輸由来が 8.2Gt、産業由来が

6.3Gt、建築由来が 2.8Gt、その他は 0.6Gt であった。これは、電力や熱が他の部門でも使用

されるものだからである。電力と熱に由来する CO2 の排出量を、それらが使用される部門

に組み替えて見ると、その数値は、産業由来が 12.3Gt と最も多くなり、建築由来、運輸由

来がそれぞれ 8.7Gt、8.5Gt となる（IEA, 2021b）。図 2.3 は日本における一人当たりの 2016

年の部門別温室効果ガス排出量である。やはり、電力と熱が一番多く、運輸部門と製造・建

設部門が続いている。 
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図 2.3 ⽇本における⼀⼈当たりの部⾨別温室効果ガス排出量（2016年） 
（出典：Ritchie and Roser, 2020a） 

 

 そうした背景から、気候変動対策の文脈では、発電の際の排出量を抑えることに力点が置

かれている。脱炭素の実現に向けた有効な手段の一つは、発電に化石燃料ではなく再生可能

エネルギーを用いることである。再生可能エネルギーは、石炭や石油、天然ガスなどの採掘

に限りのある化石燃料資源ではなく、太陽光や風力、バイオマスなどの非化石燃料資源を用

いて無制限に利用できるエネルギーである。原子力発電については、世界では例えばフラン

スのように主要な電源として導入し、それが脱炭素の実現のための方策として活用されてい

る。IAEA のレポートによると、2019 年時点で、フランスの発電量の 70.6%が原子力に由来

する。一方で、日本では 2011 年の東日本大震災以降、住民の原子力発電所導入への反発が

さらに強くなった（岩井・宍戸、2013）。つまり、原子力発電を単に脱炭素電源であるとし

て推進していくことが困難な状況となった。 

 再生可能エネルギーは日本を含む多くの国によって積極的な導入が進められている。2015

年にパリ協定が合意されて以降、その流れは顕著になっている。図 2.4 に示されているとお

り、再生可能エネルギーによる発電量の増加幅は、2009 年から 2014 年の伸びに比べて、

2015 年から 2020 年の間の伸びは 2倍弱程度同化している。中でも太陽光発電の増加割合が

特に大きいことが見て取れ、IEA の予測によると、今後も大きな増加幅が見込まれる（IEA, 

2021c）。 
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図 2.4 世界の再⽣可能エネルギー発電の増加量 
（出典：IEA, 2021c） 

 

 もちろん、電力を全て再生可能エネルギーにしても脱炭素を実現できるわけではない。電

力以外にも、交通や製造業、建物での活動などから排出される温室効果ガスが残っている。

それらについても、電気自動車の普及や温室効果ガスを実質的に排出しないビルの建設など

が進展している。運輸部門、すなわち交通手段における温室効果ガスの削減については、例

えばガソリン車を電気自動車に置き換えるということが政策として推進されている。2020

年には、前年度と比べて電気自動車の販売が 41%増加した（IEA, 2021a）。図 2.5 で示されて

いる通り、特に中国での増加が著しい。また、建築由来、すなわち住宅やビルなどの建物か

ら排出される CO2 は、全体の 1/3ほどを占めている。電気自動車への置き換えについても言

えることだが、建物は一度建設されるとそれが長期にわたって使用されることになる。製品

や技術が市場での優位性を獲得すると、長期にわたって使用され続けることをロックイン効

果と呼ぶ（西尾・大藤、2018）。早い段階で政策が整えられて、市場や技術開発がそれに続

ける環境を整えることが重要になる。 

 

Source: IEA (2021)

Renewable electricity capacity growth by technology, main and accelerated cases, 
2015-2020 and 2021-2026
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図 2.5 地域別及び種類別の電気⾃動⾞数 
（出典：IEA, 2021a） 

 

 また、世界全体で見ると、電力需給の大きな先進諸国の動向が反映されやすい。国際的な

世論の流れを受けて、下図に示されているように、欧米などの先進国では近年の石炭による

発電の割合が急速に低減している。日本では前述のように原子力発電による電力が東日本大

震災以降急減し、それを埋め合わせるために石炭による発電の割合は一旦上昇したが、その

後減少傾向にある。再生可能エネルギーは時を同じくして上昇傾向にある。例えばドイツで

は風力、日本では太陽光などによる発電も増加傾向にある。 
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図 2.6 ドイツにおける資源別の発電量の変化 
（出典：Ritchie and Roser, 2020b） 

 

 
図 2.7 ⽇本における資源別の発電量の変化 
（出典：Ritchie and Roser, 2020b） 
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 一方で、開発途上国では今後経済が成長することが見込まれる。温室効果ガスの排出量は

それらの国々で多くなっていく。先進国でいくら排出量をゼロに近づけても、開発途上国で

排出される温室効果ガスについて検討しないのでは意味がなくなる。例えば、近年の経済成

長が著しい中国やベトナムを見てみると、その電源構成に占める石炭火力の割合が急上昇し

ていることがわかる。また、近年では、全体に占める割合はあまり高くないが、中国では原

子力発電、風力発電や太陽光発電、そしてベトナムでは太陽光発電による発電量が増加傾向

にあるのがわかる。次節以降では、日本とベトナムの状況について簡単に概説する。 

 

 
図 2.8 中国における資源別の発電量の変化 
（出典：Ritchie and Roser, 2020b） 
 

 
図 2.9 ベトナムにおける資源別の発電量の変化 
（出典：Ritchie and Roser, 2020b） 
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2.3 日本での事例 

 近年、日本の太陽光発電所の数は増加している。再生可能エネルギーを促進するために

2012 年に固定価格買取制度が導入されて以来、特に設置プロセスが比較的短い太陽光発電

が中心的な役割を果たしてきた（図 2.10）。 

 

 
図 2.10 2012年から 2020年の⽇本の固定価格買取制度の下での太陽光発電と⾵⼒発電 
出典：資源エネルギー庁(2021b)のデータから著者作成 

 

 日本政府は 2050 年までにカーボンニュートラルを達成するという目標に向けて、2030 年

までに太陽光発電を含む再生可能エネルギーを大幅に増加させることを計画している。2021

年 10月 22 日に日本政府によって承認された第 6次エネルギー基本計画には、2019 年から

2030 年にかけて国のエネルギーミックスに占める再生可能エネルギーの割合を倍増させる

という目標が盛り込まれた。その計画によると、総発電量に占める再生可能エネルギーの割

合は 2019 年の 18％から 2030 年には 36-38％に増加する。太陽光発電は 2019 年の 6.7％から

2030 年には 14-16％に増加し、風力発電は 2019 年の 0.7％から 2030 年には 5％に増加する

（資源エネルギー庁、2021a）。 

 -
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図 2.11 ⽇本のエネルギーミックスの⽬標（エネルギー基本計画） 
（出典：資源エネルギー庁、2021a） 

 

 2012 年の固定価格買い取り制度開始以降導入された再生可能エネルギーのうち、太陽光

発電は大きな割合を占めているが、風力発電はそれほど多くない。これは、洋上風力発電所

を含む風力発電所の環境影響評価に必要なリードタイムが、比較的長いためだと考えられて

いる（Li and Xu, 2019；Li et al., 2019；Obane et al., 2020）。現在の傾向が続けば、近い将来の

再生可能エネルギーの拡大は、引き続き太陽光発電を中心としたものとなることが予想され

る。 

 

2.4 ベトナムでの事例1 

 ベトナムでは近年、再生可能エネルギーを導入促進していくことが政府によって提唱され

ている（ベトナム電力法、2014）。 

 政府は、社会福祉の観点から、また、企業の国際競争力を高める観点から、電力価格を低

く抑えている。加えて、農村人口を多く抱える国であるため、彼らの社会福祉向上のために

電力網を広く拡張し、電力普及率はすでに 100%近くなっている2（IEA, 2015）。そのため、

他の途上国で見られるように、農村においてオフグリッド、あるいはミニグリッドで再生可

能エネルギーを導入することは、比較的難しくなっている。すでに電力網が引かれていると

 
1 本節は、プログラム 3年次（2016 年度）の審査（QE2）時に提出した草稿から抜粋したものであ

る。そのため、数値などは当時のものである。 
2ベトナムの電化率は98%とされている。農村電化率（rural electrification 
rate）も97％である。無電化人口は200万人程度ということになる。この国の電化率は、近隣の東南ア

ジアの国と比較すると、比較的高い数字であると言える。一人当たりGDPが近いASEANの国の電化

率は、インドネシア84%、フィリピン89%、ラオス87%、ミャンマー32%である。 
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ころに再生可能エネルギーを導入しようとしても、直接的な利益が少ないために導入は進ま

ないからである。他方、ベトナムには地方自治がほとんど存在せず、自由な結社権が満足さ

れない。そうした状況で地域の人民委員会3が主体性を持って地域の活性化に再生可能エネ

ルギーを使用するという方策も現実味を帯びていない。 

 
図 2.12 東南アジアにおけるベトナムの位置 
（出典：外務省4） 

 

2.4.1 ベトナムのエネルギー状況 

 ベトナムは水が豊かな国である。国土の西側の高地から東側の海岸沿いに向かって多数の

川が流れている。そのため、ベトナムの発電容量に占める水力の割合は 40%を超えている。

それ以降は、ガス火力、石炭火力が続く。 

 

 
3人民委員会は地方行政を執行する国家機関であり、上位レベルの中央政府と同レベルの人民評議会

の指導管理下にあるとされている（池田, 2004, p.12）。 
4 外務省 HP, http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/asean/ 
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図 2.13 ベトナムの発電設備容量 
（出典：JETRO Hanoi (2014), 2014 年時点） 

 

 近年のベトナムのエネルギー需要は経済成長に伴って大きく伸びている。電力市場を見る

と、その需要は毎年 10％ずつ以上伸びている（図 2.14）。電力需給は逼迫していたが、ここ

数年は発電容量が安定して需要を上回るようになっている。しかし引き続き増加する電力需

要に対応するため、2011 年以降、石炭発電所が多く設置されている（PDP7）。 

 国内の主要な水力発電は開発がすでに行われており、今後大きく伸びる見込みはない。ま

た、水力発電は発電量が降水量に左右されることから、加えて、上流の中国からの地政学的

リスクが存在することから、政府は安定的な供給のために石炭火力を今後導入していく方針

をとっている。事実、近年の石炭の輸出量は激減しており、輸入量は増加している。天然ガ

スによる発電も多くの部分を占める。国内のガス田開発だけではなく、日本との LNG基地

建設提携等に見られるように、今後 LNG の輸入を進めていくと考えられる。 
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図 2.14 ⽯炭消費量・輸出⼊量の推移 
（出典：USEIAデータベース (2016) を⽤いて著者作成。） 
 

 
図 2.15 ベトナムの 2020年までの電⼒需給⾒通し 
（出典：JETRO Hanoi (2013) に一部加筆） 



 26 

 

2.4.2 電化率 

 再生可能エネルギーを途上国で活用する際によく議論されるのが、電化率が低い地域におけ

る導入の可能性である。貧困の削減と関連づけされた導入が効果的であるという議論である。

しかし、ベトナムのケースはこれに当たらない。社会主義の国策から、電化率がすでに 97%に

達しているからである。PDP7 では、まだ電力が供給されていない山岳や島嶼地域に対して新し

いエネルギー等を用いて 100%の電化を 2020 年までに達成することが記載されている。この電

化率がすでに高いという点は、農村地域においてオフグリッドで再生可能エネルギーの促進を

阻む要因の一つであると言える。 

 

2.4.3 再生可能エネルギー導入の現状 

 ベトナム政府は、再生可能エネルギーを発電容量 30MW 以下の電力と定義している

（PDP7）。ベトナムにおける再生可能エネルギーの導入状況は、小規模水力が大部分を占めて

いる。ベトナム電力公社の年次報告書（EVN, 2013）に基づくと 2013 年の小規模水力の発電容

量は 1,589MW、バイオマスによる発電容量が 81MW, 風量発電容量が 52MW であった。小規模

水力発電は主に山間部の地域において、また、バイオマスエネルギーは農村域において主にさ

とうきびの搾りかすを使って小規模に発電される。一方で、風力発電は海岸部で大規模に行わ

れている。現段階では南東部の海岸に２か所の発電所があるのみである。 

 政府の再生可能エネルギーの定義には含まれないが、バイオガスはベトナムにおいて広く利

用されているエネルギーである。発電用ではなく、調理用として直接使用されている。 

 
図 2.16 再⽣可能エネルギー発電容量⽐率 
（出典：EVN (2013) 、2013 年時点。） 
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 ベトナムの再生可能エネルギーのポテンシャルは高いと考えられている。Nguyen and Ha-

Duong (2009)によると、現時点で経済的に開発可能なポテンシャル（発電容量）は、小規模水

力発電で 2~4GW、風力発電で 20GW、太陽光発電、地熱発電、バイオマス発電でそれぞれ

1GW程度以上あるされている。これは、2013 年の電力量に匹敵する規模の大きさである。技

術が向上し、コストが下がれば、さらにポテンシャル量は増えていくと考えられる。また、別

の論点として、再生可能エネルギーのポテンシャルを世界銀行やスペイン政府などが調査して

いるが、ベトナム政府による調査は行われておらず、今後、さらなる研究が必要である点は指

摘できる。 

 

表 2.1 ベトナムにおける再⽣可能エネルギーの賦存量 

 
（出典：Nguyen and Ha-Duong, (2009)より抜粋、Current Capacity は EVN (2013)より加筆。） 

 

2.4.4 ベトナムの再エネ政策 

政策にかかわる主要アクター 

 エネルギーの政策、特に再生可能エネルギーに関わる国内アクターとして、以下の機関・組

織の名前を挙げることができる。すなわち、産業貿易省（MOIT）・財務省（MOF）・天然資源

環境省（MONRE）・農業農村開発省（MARD）の政府省庁と、MOIT傘下のベトナムエネルギ

ー研究所（Institute of Energy Vietnam、以下 IoE）及び電力規制局（Electricity Regulatory 

Authority of Vietnam、以下 ERAV）などが公的な機関として関わっている。IoE は電力関連の調

査分析を行い、MOIT に対して政策等の提言を行う。電力規制局は電力価格の調整を行ってい

る機関である。また主な企業は、ベトナム電力公社（EVN）を中心とする国有企業である。国

有企業は他に、石炭鉱物産業（Vinacomin）、ベトナム石油（PetroVietnam）などがあげられる。 

 ベトナムの電力市場は概して中央集権的であると言える。政府によって大枠の電力５ヶ年計

画である国家電力開発マスタープランが定められる。最新のものは 2011 年に政府に承認された

第 7次のマスタープラン（PDP7）である。この計画には、5 年間の電源開発が記載されてい

る。IoE の主導のもと、MOIT や EVN などと調整を行いながら最終案が練られて、首相に提出
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される。承認されたら、これを各省政府が同地域における計画としてその省 PDP7 を策定し、

実行していく。電源開発の方法として、EVN による直接的な開発だけでなく、BOP（Build, 

Operation & Transfer、民間業者が建設、運営を行い、一定期間の事業終了後に施設所有権を国

に戻すという方法である）、IPP（Independent Power Producer）、JV（Joint Venture）などの方法が

ある（長山、2010）。 

 また、国際機関も多く関わっている。世界銀行・アジア開発銀行・国連開発計画・JICA（日

本）・GIZ（ドイツ）・SNV（オランダ）・USAID（アメリカ）などの機関が関係している。その

中でも、JICA はツーステップローンの枠組みでベトナム開発銀行を通して借款を行っている。

このプロジェクトでは主に小規模水力発電に対する投資がなされた。また IoE によると風力に

関しては GIZ が大きく関係している。再生可能エネルギーの分類には含まれないが、農村域で

のバイオガスの利用促進に関して SNV が大きく貢献をしている。 

 それ以外にも、NGO の関与も認められる。Green Innovation and Development（GreenID）を始

めとする NGO群は再生可能エネルギー等の分野に対して Vietnam Sustainable Energy Alliance と

いうグループを形成している。 

 

政府の再エネ導入目標 

 2011 年の政府によって承認された第７次電力開発マスタープラン（PDP7）では、再生可能エ

ネルギーの重視が明記された。再生可能エネルギーの電力総生産量に対する比率は 2010 年には

3.5%であった。それを 2020 年に 4.5%、2030 年に 6.0%にするという目標である。加えて、

PDP7 では、再生可能エネルギー導入の具体的な数値目標も盛り込まれた。それは風力発電を

2020 年までに 1,000MW、2030 年までに 6,200MW 導入する。バイオマスについては、2020 年ま

でに 500MW、2030 年までには 2,000MW を導入するという目標である。また、IoE への聞き取

りによると5、Revised PDP7 と呼ばれるものが 2014 年 10月末現在作成中であり、 年度内に政府

に承認される予定である。この Revised PDP7 には、太陽光エネルギーの促進が明記される見込

みだという。太陽光による発電は現在まだ行われていないが、2030 年までに 4,000MW を導入

すると記載される予定である。 

 

 

 

 

 
5 2015年10月30日時点の聞き取り調査による。 
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政府の再エネ推進政策 

 政府は、すでに述べたように、再生可能エネルギーの促進を掲げて、それを後押しする制度

も若干用意している。その制度は、主に３種類に分けられる。1 つ目は、Avoided cost tariff6（回

避可能費用、以下 ACT）と呼ばれるものである。ベトナムの電力はすべて EVN に売電される

ことはすでに述べた。その価格に決定方法は 2種類に分けられる。第一は 30MW 以上の発電所

からの売電の場合である。それらは、EVN との間で交わされる Power Purchase Agreement（以

下 PPA）に基づいて決定される。一方で、30MW 以下の電力は、 ACT が適応される。この価格

はベトナム電力規制局（以下 ERAV）が毎年改定している。再生可能エネルギーは政府の定義

からして、すべて ACT が適応される。この価格は、PPA と比較して事業者にとって有利なよう

になっている。 

 2 つ目は、固定価格買取制度である。政府が一定の期間、一定価格で買い取ることを定めて

いる。例えば、風力発電を始めとする再生可能エネルギーに対して、固定価格買取制度を導入

している7。風力発電のケースでは、1kWh あたり 20 年間、7.8米セントの固定価格で買い取ら

れる8。それ以外に、バガス（サトウキビの残渣）を使用するバイオマスに対して 5.8米セント

/kWh の固定価格が定められている9。なお、現状では、これらを用いて、風力発電が 52MW、

バイオマスが 81MW 導入されている。バイオマス発電所（Bourbon 発電所、Tay Ninh省）の

24MW を除く全てが国内企業による投資開発である。 

 3 つ目は、再生可能エネルギーで発電をする企業に優遇税制が適応されることである。発電

開始後、最初の 4 年間は法人税が免除になる。その後の 9 年間は法人税が半免される。ベトナ

ムの法人税は、22％であるので、最初の 4 年は 0%、その後の 9 年は 11%ということになる。こ

れらの制度が再生可能エネルギーを扱う企業を後押ししている。 

 しかし、例えば固定価格買取制度が適応される風力発電にしても、新制度が導入されてから

建設された発電所は 2 か所に留まっている。このように、これらの制度はうまく再生可能エネ

ルギーの促進に結びついていないように見える。その原因を次に述べる。 

 

 
6 Decision No. 12/2014/ QD-BCT, No. 12/2014/ QD-
BCTによって、毎年MOITによって価格が決定されることが定められた。 
7 Decision No. 37/2011/QD-TTg. これは、Decision on the mechanism supporting the development of wind power 
projectである。 
8 Ibid. なお、この中では、買取価格はベトナムの通貨で1,614VND/kWh、20年間、と記載されている。 
9 Revised 
PDP7には、太陽光に対するFITも記述される見込みである。第三段階の草稿によると、その価格は11.2米
セント/kWhであるとされている。 
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再エネ導入を妨げる要因 

 上述したように、再生可能エネルギーを後押しする 3 つの制度があるにもかかわらず、再生

可能エネルギーの導入は進展していない。その理由は、次のようにまとめることができる。第

1 の問題点は、すでに多く指摘されているように、電力価格一般が低いことにより、電力事業

自体への投資が進んでいないことである。その状況でたとえ再生可能エネルギーへの支援が行

われたとしても、投資が進まないのは当然であると言える。 

 第 2 の問題点は、海外からの支援や制度策定による再生可能エネルギーの推進と国内の状況

の不一致である。IoE によると、風力に対する FIT に対して、GIZ からの政策提言が強くあった

ということである。しかしながら、FIT の価格は風力発電事業が採算を取り得るレベルではな

かった。GIZ は 10.5セント/kWh という有効な水準を提言したが、実際には 7.8セント/kWh が

採用された。これは、海外からの支援が国内の状況に完全にはそぐわなかったがために起きた

ことである。 

 第 3 の問題点は、新しい再生可能エネルギー事業が成立するかは政府と EVN との交渉次第で

あるということである。確かに価格は ACT によって定まるとはいえ、EVN に対して売電する

ための契約が必須となっている。そうすると、EVN が契約しないという潜在的な制限を持つこ

とになる。もし事業を開始しても、EVN が買電しなければその事業主は倒産する他なくなる。

そういう意味で、国有企業と他の電力事業者との間にある構造が再生可能エネルギー促進を妨

げる一要因であると言える。 

 第 4 の問題点は、再生可能エネルギーが導入されて、それが利益を生むとしても、その利益

が発電所の立地する地域に還元されないことである。地方税制がないことや結社の自由が実質

的に制限されていることから、地元に裨益しにくい構造になっているのである。そうすると、

地元の理解は深まらない。地域分散型の特徴を持つ再生可能エネルギーは、地域の主体性がな

いと効果を発揮しない。 
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3. 再生可能エネルギーの立地分析に関する先行研究 

 前章では、気候変動と再生可能エネルギーの関連について、大局的な議論の流れを説明し、

さらに、日本とベトナムの事例を中心に世界での導入の状況を概説した。本章では、本論文で

扱う再生可能エネルギーの立地分析に関する先行研究をレビューする。特に、災害リスクの観

点からどのような研究がなされているのかを中心に概観する。 

 

3.1 気候変動による災害の増加 

 気候変動によって地表面の気温が数度上昇することの何が問題なのか。気候変動は、気温上

昇が氷河を溶かすことにより海水面の上昇を引き起こし、また、それが引き金となり、洪水や

干ばつといった副次的な自然災害を引き起こす。IPCC の第 2作業部会（WG2）は気候変動の影

響、適応、および脆弱性を分析するグループである。WG2 による第 5次評価報告書は、非常に

高い確信度で、最近の気候変動に関連する熱波、干ばつ、洪水、台風や山火事は一部の人間や

生物が脆弱性に晒されていることを明らかにしていると記述している（IPCC, 2014）。 

 そうした自然災害に対しては、開発途上国の方が先進国よりも脆弱であると考えられる。世

界気象機関（WMO）によると、図 3.1 の通り、国連の分類による国の区分では、1970 年から

2019 年までの災害による死者の数は、新興国と開発途上国で 91%を占めている（WMO, 

2021）。一方で、災害による被害額については死者数とは対照的に、59%を先進国が占めてい

る。このことから、開発途上国や新興国では、災害から人命を守るためのインフラ整備が十分

でないことが言える。 
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図 3.1 先進国、新興国、開発途上国における災害の数、被害者数、被害額の割合 
（出典：WMO, 2021） 
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3.2 再生可能エネルギーの立地 

 自然エネルギーを転換するため、どこに再生可能エネルギーを設置するかはその発電量を決

めるにあたって重要である。再生可能エネルギーの立地を決定する方法としてよく使われてい

るのは、多基準意思決定（Multi-criteria Decision Making, MCDM）と GIS 分析である（Rediske et 

al., 2021；Lak Kamari et al., 2020；Shao et al., 2020）。 

 MCDM の手法は、政策決定や最適解を導くためには信頼性が高く効率的である。この手法

は、複数の候補について優先順位を付ける際の影響要因とその相対的な重要性を検討している

（Lak Kamari et al., 2020）。Shao et al.（2020）が MCDM による再生可能エネルギーの立地に関

連する 2001 年から 2018 年までの 85 本の文献をまとめた結果、MCDM の過程は 5 つの段階に

分けられる。それは、基準選択、データ正規化、基準の重み付け、代替評価、そして結果の検

証の段階である。MCDM はこれらの各段階において評価を行い、最適な再生可能エネルギーの

立地を決定する。 

 GIS 分析は、どのエネルギーを対象にして分析を行うのかで用い方が変わってくる。先行研

究は風力発電、太陽光発電、バイオマス発電の立地や資源分布を分析しているものが多い。風

速や日射量、バイオマス資源の賦存状況などの再生可能エネルギー資源のポテンシャルに関す

る分析が目標となっている。その分析に際して、自然環境的状況のデータから割り出したポテ

ンシャルの高いエリアから自然保護区や住宅地などの立地ができないエリアを除く分析が行わ

れている。多くの研究では、複数のデータを重ね合わせて（オーバーレイ）、エネルギー資源の

賦存量や経済性、技術的可能性などを検討する方法論が研究されている（Díaz and Guedes 

Soares, 2020；Zambrano-Asanza et al., 2021；Choi et al., 2019；Bharti et al.、2021；亀田ほか、

2003；高島ほか、2014；Voivontas et al., 2001）。GIS 分析の応用では、エネルギー源としての木

材を供給する森林の分布とバイオマス発電所の位置からそれぞれの発電所が用いうる資源量を

推定した研究もある（Viana et al., 2010）。また、バイオマス資源の潜在量を推測する研究はポ

ルトガル（Fernandes and Costa, 2010）、ポーランド（Zyadin et al., 2018）、メキシコ（Lozano-

García et al., 2020）を初め、多くの国々で行われている。MCDM と GIS 分析は組み合わせて用

いている研究も多いことが先行研究の分析から示されている（Rediske et al., 2021；Shao et al., 

2020）。 
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3.3 再生可能エネルギーと災害リスクの分析 

 再生可能エネルギーと災害の関係について考えるとき、2 つの側面がある。一つ目は、再生

可能エネルギーが災害時の非常電源として活用できるという点である。二つ目は、再生可能エ

ネルギー自体が災害リスクとなる可能性があるという点である。 

 前者の再生可能エネルギーを災害時に利用するということについてこれまで活発に研究が進

められている。特に災害の多く発生する日本においては、2011 年 3月 11 日の東日本大震災以

降、研究が多くなされている。再生可能エネルギーをベースとした分散型の電力構成であるこ

とは災害からのレジリエンス向上に役立つ（Esteban and Portugal-Pereira, 2014）。また、再生可

能エネルギーと蓄電池を用いたスマートグリッドは、電力需給を調整することで電気代節減と

環境負荷低減ができるだけでなく、非常時の電源として使用できるようになることで、電力シ

ステムの強靭化に繋がる（Taguchi and Tanaka, 2013）。つまり、再生可能エネルギーを土台にし

た電力システムは災害への備えとして有意である。 

 一方で、再生可能エネルギー設備の立地への災害リスクの影響について分析した研究はあま

り多くない。まず、現在再生可能エネルギーの導入が進んでいる欧米を中心とする多くの国で

は、災害リスクの考慮が立地選定の際に含まれることは少ない。災害が多い日本では災害によ

る再生可能エネルギーへの影響や被害が報告されている。例えば、大神（2019）は、太陽光発

電所が災害にあった事例をまとめている。それによると、2018 年 7月の西日本豪雨により、8

ヶ所の太陽光発電所が洪水で被害を受け、11ヶ所の太陽光発電所が地滑りで被害を受けたとし

ている。これらは、被害が経済産業省に報告されたものに基づいて示されている。また、こう

した被害を防ぐための研究として、福岡県直方市の氾濫や土砂災害の危険性のある地域に設置

された太陽光発電所を特定するために、GIS 分析が行われ、危険箇所を特定している（Kwonほ

か、2020）。しかし、災害が再生可能エネルギーに与える影響について、例えば日本全土で分析

した例は見当たらない。 

 太陽光発電の普及をめぐっては、太陽光パネルをどこに設置するかが大きな課題となってい

る。これまでに太陽光発電所が作られてきたのは、土地の取得や太陽光パネルの設置が比較的

容易な場所だが、日本において太陽光発電に利用できる可能性のある土地は限られている

（Sahu et al., 2016；Esteban et al., 2012）。 

 そのため、今後、太陽光パネルの設置場所を検討する際には、農地や湖などの水面、山間部

などがすべて候補地となる可能性がある。山間部については、森林伐採及び土地の埋め立ての

後に太陽光発電が設置されている（環境省、2019；Itaka, 2021）。その場合、大雨や土砂崩れに

よる災害リスクを慎重に検討する必要がある。 
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 しかし、これまでに、太陽光発電の設置場所と災害危険地域のオーバーラップついて検証し

た研究はごくわずかである。50kW 以上の太陽光発電所は、電気事業法に基づく事故報告義務

があり、経済産業省によると、2018 年の太陽光発電所での事故は合計 57件であった（表

4.1）。大神（2019）は、電気事業法に基づいて報告された事故について紹介している。それに

よると、たとえば 2018 年 7月に西日本の広大な地域を襲った豪雨により、太陽光発電所で浸水

被害が 8件、土砂崩れは 11件発生した。さらに、同年の強風や高潮による被害も報告されてい

る。また、太陽光発電容量規模別の被害内訳も報告されている。前述の大雨の結果、水没した

太陽光発電所 8基のうち 7基が 500kW未満であった。土砂崩れの影響を受けた太陽光発電設備

11基のうち、10基が 500kW 以上であった。 

 

表 3.1 2018 年に日本で起こった自然災害が原因の太陽光発電所での事故 

  2018 年 7月

の豪雨 

台風 21号 北海道胆振

東部地震 

台風 24号 

 発電所の数 19 23 3 12 

原因* 

 

水没 8 - - - 

土砂崩れ 11 - - - 

強風 - 20 - 12 

高潮 - 3 - - 

被害箇所* パネル 10 21 2 12 

パワコン 9 5 1 4 

変圧器 4 1 - - 

その他 9 7 2 9 

*一部重複あり 

（出典：大神、2019；経済産業省、2019） 

 

 田畑（2019）は、オンラインで入手可能な情報から自然災害による太陽光発電への被害を特

定し、その場合の太陽光発電所への被害額を試算した。田畑の論文は、自然災害によって相当

量の太陽光パネルが破損する可能性があることを太陽光発電所の事業者に注意を促した。Kwon

ほか（2020）は、福岡県直方市において、地理情報システム（GIS）を用いて、浸水や土砂災

害のリスクがある地域に設置された太陽光発電所を特定した。 
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 環境面では、太陽光発電所の設置により、自然生息地や半自然生息地が大きく失われている

（Kim et al., 2021）。また、Kim et al.（2021）の研究では、シミュレーションの手法を用いて、

太陽光発電所を都市の近くに設置すれば、失われる生息地が少なくなることを明らかにした。

上記の先行研究はいずれも太陽光発電に関する災害リスクについて触れているが、事例分析が

中心であり、焦点は地域や自然生息地に対する影響に限定されている。 

 今後、自然災害が気候変動に伴って増えていくことを考慮すれば、再生可能エネルギーが電

力源の主流となっていく場合、基幹的なインフラである再生可能エネルギー発電設備が災害に

脆弱性を持つことは詳しく研究される必要がある課題である。さらに、自然災害が再生可能エ

ネルギー発電所の立地点に及ぼす影響について開発途上国を対象にした例は見当たらない。開

発途上国では、パリ協定に基づき、先進国からの資金協力によるものも含めて再生可能エネル

ギーの導入が進められる。そうした際に災害が及ぼす影響について考察することは重要であ

る。 
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4. 日本の太陽光発電所立地と災害リスク 

 本章では、前章の先行研究の分析を踏まえ、災害が多く発生する日本において、太陽光発電

所が立地する地点の災害リスクについて分析を行う。 

 

4.1 データと手法 

 本論文では、日本における太陽光発電所の立地に対する 2種類の災害リスクの影響を推計し

た。特に、土砂災害のリスクと洪水のリスクについて検討する。この 2種類の災害リスクに焦

点を当てるのは、大神（2019）で報告されているように、洪水と土砂災害が太陽光発電所の被

害の主な原因となっているからである。太陽陽光発電所は台風による強風でも被害を受ける

が、台風の進路は広く推定が困難なため、過去の平均風速に基づくリスク値は算出していな

い。 

 データセットは 3種類使用した。1 つ目は、Kim et al.（2021）の研究で使用された太陽光発

電所の面積情報である。この情報は、Electrical Japan で公開されている発電所の位置情報に基

づいている。Electrical Japan は、国立情報学研究所の webドメインで公開されている日本国内

の各種発電所の立地を地図上で示したサイトである。Electrical Japan のデータはポイントデー

タであり、太陽光発電所のデータについては、太陽光発電設備が設置されているエリア内の 1

つの地点のみを示している。今回の分析には、太陽光パネルが設置されている太陽光発電エリ

ア全体を示す位置情報であるポリゴンデータを使用する必要があった。 

 Kim et al.（2021）のデータは、Electrical Japan のデータをもとに太陽光発電所のエリア全体

をプロットしたポリゴンデータである。このデータはオンラインで入手可能である（図 4.1）。

そのデータによると、Electrical Japan の位置情報は定期的に更新されているが、Kim et al.

（2021）は、2020 年 12月 30 日の情報を用いている。また、彼らの調査は日本と韓国の両方を

対象としているが、本研究は日本のみを対象としている。 
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図 4.1 太陽光発電所の場所のデータ 
（QGISを使⽤して OpenStreetMapに表⽰） 
（出典：Kim et al.（2021）） 

 

 日本では、現在、太陽光発電所の所在地を示す公式の GIS データベースは存在しない。経済

産業省は、太陽光発電所の事業者に認可を与える事業者と承認日に関する情報を持っている

が、GIS の位置情報と関連付けて公開されていない。そのため、Kim et al.（2021）のデータを

使用することが分析に最適であると判断した。 

 データには、中規模以上の太陽光発電のみが含まれている。中規模の太陽光発電の容量は

500kW 以上 10MW未満であり、大規模な太陽光発電の容量は 10MW を超える。本研究では中

規模および大規模の太陽光発電の災害リスクを対象としているため、住宅や工場の屋上を含む
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小規模の太陽光発電は除外している。日本の太陽光発電所のデータは、合計 9,250 地点のレコ

ードがある。公開されているデータセットは、Shapeファイル及び GeoJSONファイルのファイ

ル形式であり、座標系は世界測地系 （WGS84, EPSG: 4326）が使用されている。 

 使用した 2 つ目のデータは、国土交通省が提供する、国土数値情報の土砂災害危険箇所情報

（図 4.2）である。対象地域は、土砂災害警戒区域と特別警戒区域の 2種類である。土砂災害警

戒区域とは、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律によると、土

砂災害が発生しやすい地域で、斜面崩壊、地すべり、土石流などの発生が想定される区域を指

す。このデータでは、これら 3種類の地域が 1 つのデータに含まれているため、地域間で重複

している部分がある。土砂災害特別危険区域は、建物が破壊され、住民に重傷者や死亡者が出

る危険性のある区域を指す（Disaster Management Bureau, 2018）。土砂災害危険区域は、土砂災

害特別危険区域のすべての地域を含むので、土砂災害危険区域のデータを活用した。データは

都道府県別に提供されており、日本全国 47都道府県のデータを利用した。使用したデータは、

2019 年度の各都道府県の土砂災害警戒区域を示すもので、分析を行った 2020 年 8月時点での

最新のデータである。日本全国でポリゴンデータとして、合計 1,403,452 地点のレコードが存在

している。データ形式は Shapeファイルで、座標系は日本測地系 2011（JGD2011, EPSG: 6668）

が使用されている。 
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図 4.2 ⼟砂災害警戒区域のデータ 
（QGISを使⽤して OpenStreetMapに表⽰） 
（出典：国土交通省国土数値情報による土砂災害警戒区域） 

 

 3 つ目のデータは、国土交通省のデジタル国土情報の洪水浸水想定区域情報で、各河川で洪

水浸水が想定されるエリアが示されている（図 4.3）。使用したデータは、2019 年度の各河川の

洪水浸水想定区域を示すもので、便宜的に都道府県ごとに分割して利用している。洪水浸水想

定区域は水防法に基づいて決められた水位周知河川について各河川管理者が調査したものであ

る。エリアの情報はポリゴンデータとして格納されている。日本全国で 1,405,620 地点のポリゴ

ンレコードが存在している。データ形式は Shapeファイルであり、座標系は日本測地系 2011

（JGD2011, EPSG: 6668）が用いられている。 
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図 4.3 洪⽔浸⽔想定区域のデータ 
（QGISを使⽤して OpenStreetMapに表⽰） 
（出典：国土交通省国土数値情報による洪水浸水想定区域） 

 

 以上のように、災害リスクに関する指標として、土砂災害警戒区域と洪水浸水想定区域の 2

つのポリゴンデータを使用した。データ処理には、災害リスクデータ、太陽光発電所の立地デ

ータともに Shapeファイル形式を採用した。 

 手法としては、まず、太陽光発電所の立地データと災害関連データの座標系が異なるため、

データの座標系は標準的な座標系である世界測地系WGS84 に変換をして統一した。次に、デ

ータの量がそれぞれ膨大であったため、掛け合わせるデータ量が多いため、データを都道府県

ごとに分割し、都道府県単位で比較できるように組み替えた。その上で、解析として、GIS 上

の太陽光発電所の位置データを用いて、ポリゴンが重なる地点を推定し、累計した。計算に

は、データ解析によく使われるプログラミング言語 Python の GeoPandasライブラリ（Jordahl et 

al., 2020）の overlap関数を使用した（Zhou et al., 2021）。この関数は、ポリゴンデータを 2 つの

パラメータとして受け取り、2 つのポリゴンデータが結合して重なっている場合に True（真）
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を返す（図 4.4）。下図の基本関数に見られるように、関数が真を返した数を累積した（図

4.5）。変数として、各都道府県の災害データセットと太陽光発電所の位置データの 2 つを入力

した。また、土砂災害危険箇所と洪水・浸水危険箇所の両方に重なる太陽光発電所エリアの数

を算出した。 

 

 
図 4.4 太陽光発電エリアと災害が発⽣しやすい地域が重なっている例 
（出典：GoogleMaps を用いて著者作成（黒が太陽光発電所、紫が土砂災害警戒区域）） 

 

 
図 4.5 使⽤した関数の基本構造 
（出典：著者作成） 

 

4.2 結果 

 結果として、各都道府県の土砂災害危険箇所、洪水・浸水危険箇所と太陽光発電所の立地の

多くが重なっていることが明らかとなった。その結果を都道府県ごとに表 4.2、表 4.3、表 4.4

に示した。表の最下段には算出した合計を示した。 
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 データでは、日本国内の太陽光発電所の総数は 9,250 地点であった。その中で、日本全体の

土砂災害警戒区域と重なる地点は 782 地点で、全体の約 8.5%であることが明らかとなった（表

4.2）。また、日本全国の太陽光発電所のうち、洪水浸水想定区域と重複する地点は 846 地点で

あった。これは、日本の太陽光発電所全体の約 9.1%に相当する（表 4.3）。 

 また、土砂災害警戒区域と洪水・浸水危険箇所の両方に重複している太陽光発電所が 30箇所

あることが分かった（表 4.4）。つまり、全体の約 0.3％の太陽光発電所が地滑り危険地域と洪

水・浸水危険地域の両方に面していることになる。 

 

表 4.1 地すべりの危険性が⾼い地域と重複する太陽光発電所の場所の数 
（出典：著者作成） 

都道府県

コード 

都道府県名 結果 都道府県

コード 

都道府県名 結果 

01 北海道 9 25 滋賀県 16 

02 青森県 6 26 京都府 15 

03 岩手県 3 27 大阪府 15 

04 宮城県 13 28 兵庫県 69 

05 秋田県 2 29 奈良県 18 

06 山形県 3 30 和歌山県 22 

07 福島県 3 31 鳥取県 1 

08 茨城県 19 32 島根県 12 

09 栃木県 17 33 岡山県 15 

10 群馬県 25 34 広島県 71 

11 埼玉県 7 35 山口県 19 

12 千葉県 10 36 徳島県 8 

13 東京都 1 37 香川県 21 

14 神奈川県 10 38 愛媛県 10 

15 新潟県 3 39 高知県 14 

16 富山県 1 40 福岡県 35 

17 石川県 2 41 佐賀県 17 

18 福井県 7 42 長崎県 27 
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表 4.2 洪⽔および浸⽔リスクの⾼い地域と重複する太陽光発電所の場所の数 
（出典：著者作成） 

19 山梨県 9 43 熊本県 21 

20 長野県 19 44 大分県 9 

21 岐阜県 42 45 宮崎県 18 

22 静岡県 33 46 鹿児島県 38 

23 愛知県 9 47 沖縄県 1 

24 三重県 37  合計 782 

都道府県

コード 

都道府県名 結果 都道府県

コード 

都道府県名 結果 

01 北海道 111 25 滋賀県 31 

02 青森県 1 26 京都府 11 

03 岩手県 3 27 大阪府 19 

04 宮城県 31 28 兵庫県 33 

05 秋田県 3 29 奈良県 4 

06 山形県 14 30 和歌山県 1 

07 福島県 13 31 鳥取県 4 

08 茨城県 45 32 島根県 4 

09 栃木県 37 33 岡山県 12 

10 群馬県 21 34 広島県 6 

11 埼玉県 65 35 山口県 2 

12 千葉県 56 36 徳島県 7 

13 東京都 2 37 香川県 4 

14 神奈川県 9 38 愛媛県 4 

15 新潟県 10 39 高知県 7 

16 富山県 9 40 福岡県 20 

17 石川県 8 41 佐賀県 8 

18 福井県 7 42 長崎県 0 
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表 4.3 地すべりの危険性の⾼い地域と洪⽔および浸⽔の危険性の⾼い地域の両⽅と重複する太
陽光発電所の場所の数 
（出典：著者作成） 

19 山梨県 8 43 熊本県 19 

20 長野県 11 44 大分県 11 

21 岐阜県 29 45 宮崎県 22 

22 静岡県 33 46 鹿児島県 4 

23 愛知県 28 47 沖縄県 0 

24 三重県 59  合計 846 

都道府県

コード 

都道府県名 結果 都道府県

コード 

都道府県名 結果 

01 北海道 0 25 滋賀県 0 

02 青森県 0 26 京都府 0 

03 岩手県 0 27 大阪府 0 

04 宮城県 0 28 兵庫県 5 

05 秋田県 0 29 奈良県 0 

06 山形県 0 30 和歌山県 1 

07 福島県 0 31 鳥取県 0 

08 茨城県 4 32 島根県 0 

09 栃木県 1 33 岡山県 1 

10 群馬県 1 34 広島県 2 

11 埼玉県 0 35 山口県 0 

12 千葉県 3 36 徳島県 1 

13 東京都 0 37 香川県 0 

14 神奈川県 0 38 愛媛県 1 

15 新潟県 0 39 高知県 1 

16 富山県 0 40 福岡県 1 

17 石川県 0 41 佐賀県 0 
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4.3 考察：各地点の推定発電量の算出 

 被害の想定のために、上記の各地点についてさらなる分析を行った。流れとしては、第一

に、重なり合う地点を抜き出し、その発電容量のデータを整えた。第二に、それらの地点の日

射量を国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）が提供する日射量デ

ータベースから算出した。第三に、各地点の年間推定発電量を算出した。最後にその結果を踏

まえて考察を行った。 

 まず、上記で示された地点について、元データからエリア情報を抜き出した。このデータセ

ットには、エリアの面積の情報は含まれているが出力の情報は含まれていない。そこで、

Electrical Japan という国立情報学研究所が作成しているウェブサイトのデータを利用した。す

でに述べたとおり、このサイトのデータは、ポイントデータであり、さらに発電容量のデータ

も含んでいる。エリアデータとポイントデータを重ね合わせて、ポイントがエリアに含まれる

場合、そのポイントデータの発電容量（MW）の情報をエリアデータに移した。ただし、全て

のエリアデータに対応するポイントデータが存在するわけではなかった。その対処として、出

力データが欠損している地点以外の地点の面積と発電容量の相関をとり、その回帰式を用いて

補間を行った。また、次のステップ以降の処理のために、各地点の中央点を割り出し、そこに

電力容量のデータを付与した。 

 

18 福井県 0 42 長崎県 0 

19 山梨県 0 43 熊本県 2 

20 長野県 1 44 大分県 0 

21 岐阜県 2 45 宮崎県 0 

22 静岡県 0 46 鹿児島県 2 

23 愛知県 0 47 沖縄県 0 

24 三重県 1  合計 30 
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図 4.6 ⼟砂災害警戒区域と重なる地点 
（出典：著者作成） 

 

 
図 4.7 洪⽔浸⽔想定区域と重なる地点 
（出典：著者作成） 

 

 



 48 

 次に、NEDO が提供する日射量データベースをもとに、各地点の日射量を推計した。データ

は、日射量データベースの年間時別日射量データベースのデータをダウンロードして処理し

た。このデータは、国内 837 地点における 20 年間（1990～2009 年）の日射量のデータを集め

たものとなっており、今回はその平均値のデータを使用した。できた 837 地点のデータセット

は、地点（ポイント）の情報であるが、今回は、日本全域の面のデータが必要であったため、

常クリギング法を用いて補間を行った。その上で、前の段階で作成した災害リスク地と重なる

太陽光発電所のエリアデータに日射量の情報を追加した。 

 
図 4.8 NEDO⽇射量データとその補間 
（出典：NEDO のデータベースをもとに著者作成） 

 

 そして、JIS規格「C8907:2005 太陽光発電システムの発電電力量推定方法」や太陽光発電協

会による表示ガイドライン（2021 年度版）などを参照し、以下の推定式で各地点の年間システ

ム発電電力量を計算した。 

 

EPy ＝ K × PAs × HAy / GS  

EPy：年間システム発電電力量(kWh/y) 

K：損失係数 （日本のメーカーの推定で使われる 0.85 を設定） 

PAs：定格容量(kW) 

HAy：年積算日射量(kWh/m^2/y) 

GS：標準試験強度における日射強度(kW/m^2)（通常の 1 を使用） 

 

0.417                                  0.795 (MJ/m^2/h)
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 この結果、土砂災害警戒区域と重なる地点では、年間合計 11.5億 kWh が、洪水浸水想定区

域と重なる地点では、年間合計 7.3億 kWh の推定発電量があることが計算された。この発電所

立地データは 2020 年末のものであるため、その時期を含む期間である 2020 年度の太陽光発電

による発電量を資源エネルギー庁のデータから引くと、161.8億 kWh が太陽光発電によって発

電されている。2020 年度のすべての電源による発電実績は 8454.1億 kWh であるから、太陽光

発電による発電はこれらの中で、1.9%を占めている。平均として全国で年間 7.1%程度（土砂災

害警戒区域と重なる地点）、4.5%程度（洪水浸水想定区域と重なる地点）の発電量の損失が想

定しうる。 

 一方で、これらの割合は 1 年間を通して発電ができなかった場合のものであるため、例えば

1ヶ月程度で復旧することができれば、その割合はそれぞれ、平均として全国で 0.6%程度（土

砂災害警戒区域と重なる地点）、0.4%程度（洪水浸水想定区域と重なる地点）の発電量の損失

となる。そうすると、太陽光発電所の設置事業者が、これらの地域に存在する場合はそれに相

応な保険をかけ、復旧にかかる時間を減らすことが太陽光発電の供給を減らさないことにつな

がると示唆される。 

 また、下図の結果からは、都道府県ごとにその想定される割合が大きく異なることがわか

る。すなわち、土砂災害警戒区域と重なる太陽光発電による発電量が大きい都道府県と洪水浸

水想定区域と重なる太陽光発電による発電量が大きい都道府県は異なっている。そのため、自

治体がそれらのエリアを把握し、場所ごとに適した制度や対応を取ることが有効と考えられ

る。 
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図 4.9 2020年度の太陽光による発電実績に対する割合（⼟砂災害警戒区域と重なる地点） 
（出典：著者作成） 

 

 
図 4.10 2020年度の太陽光による発電実績に対する割合（洪⽔浸⽔想定区域と重なる地点） 
（出典：著者作成） 
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4.4 考察：令和元年台風 19号の事例 

 前節で述べた考察は、一律に災害リスクのエリアに建つ太陽光発電所が被害に遭う場合の例

を考えている。しかし、当然ながらそのような状況は想定しにくい。そこで、実際の事例とし

て、令和元年の台風 19号の際の状況をもとに分析を行った。この台風は、2019 年 10月に東日

本の広い範囲を覆った台風で、各地で甚大な浸水被害をもたらした。令和元年東日本台風との

呼称でも知られている。令和 2 年度版の防災白書によると、10月 10 日から 13 日にかけて、神

奈川県箱根町で 1,000ミリ、その他 17 地点で 500ミリの降雨量を超えたとされる。以下の図の

通り、台風によって広範囲で降水量が累積していることがわかる。また、複数の河川が氾濫

し、浸水が発生した。国管理河川については 6水系 7河川で決壊が起こったとされている。 

  

 

 
図 4.11 令和元年台⾵ 19号による降⽔量 
（出典：気象庁、2019） 

 

 この台風による浸水被害のエリアについては、国土地理院が浸水推定図をホームページ上で

公開している。千曲川、阿武隈川、久慈川、那珂川、吉田川、荒川水系についてデータが公開

されている。データの形式は、Shapeファイル形式及び GeoJSONファイル形式であり、これら
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すべての河川・水系における浸水域をポリゴン形式でプロットしている。それらのデータレコ

ードの総数は 5,557件である。エリアについては、10月 13 日時点で撮影された衛星画像と標高

データやその他の情報をもとに作成されており、座標参照系（CRS）84 が用いられている。国

土地理院のウェブページ上では、浸水の深さも示す画像が掲載されているが、ここでは、エリ

アの情報を利用したいため、浸水エリアの境界を表している、ダウンロードしての利用が可能

な Shapeファイルを利用した。例えば、阿武隈川と吉田川の浸水推定図の範囲を GISソフトの

QGIS を用いてプロットすると次の図のようになる。 

 

 
図 4.12 阿武隈川と吉⽥川の浸⽔推定図の例 
（出典：国土地理院データ参照、著者作成） 

 

 浸水推定エリアのデータと太陽光発電所の立地エリアのデータを掛け合わせることで、浸水

した可能性のある太陽光発電所を割り出した。太陽光発電所の立地エリアのデータについて
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は、上述の通り、2020 年末のものであるため、ここでの推計は、令和元年の台風 19号と同じ

エリアが浸水した場合にどれくらいの太陽光発電所が浸水するかという推定である。 

 その結果、宮城県で 7件、福島県で 2件、埼玉県で 3件、計 12件の立地が確認された。その

発電容量の合計はそれぞれ、宮城県で 42.8MW、福島県で 2.2MW、埼玉県で 4.4MW、合計

49.4MW であった。前節での推計モデルに当てはめて計算すると、それらの地点の推計発電量

の合計は、年間 1,146万 kWh となった。1ヶ月あたりに換算すると、95.5万 kWh相当である。

もちろん、浸水推定エリアに入っていなくても風雨の影響を受けている発電所は多々あると考

えられるが、ここでの分析では浸水推定図で示されているエリアに立地している太陽光発電所

を推定することができた。  

 

4.5 まとめ 

 以上、日本国内の既設太陽光発電所を対象に、地すべりや洪水に起因するリスクを評価する

ため、地理的な統合解析を実施した。日本国内の災害リスクの地理的データと太陽光発電所の

位置データを比較し、災害リスク地域に立地する太陽光発電所の数を GIS ベースの統合解析に

より分析を行った。土砂災害や洪水・浸水リスクの高い地域と、これまでに建設された太陽光

発電所の立地がどの程度重なっているかに着目し、分析した。 

 その結果、日本国内の太陽光発電所の総数は 9,250 地点であり、その中で、土砂災害危険箇

所全体と重なる地点は 782 地点で、これは日本国内の太陽光発電所全体の約 8.5%に当たること

が分かった。また、全太陽光発電所中、洪水・浸水災害危険箇所と重複している地点は 846 地

点確認された。これは全体の約 9.1%に当たる。 

 さらに、これらの確認された地点について、2 つの考察を行った。1 つ目は、抽出した太陽光

発電所が災害リスクエリアに重なっている地点について、発電量の推定を行い、もし災害が発

生した場合に、どれくらいの発電ロスが生じるのかを算出した。地理情報として各地点が示さ

れているため、それらの地点の日射量を推計することで、年間の発電量を算出することができ

た。その結果から、損失が見込まれる発電量は平均として全国で年間 7.1%程度（土砂災害警戒

区域と重なる地点）、4.5%程度（洪水浸水想定区域と重なる地点）となることがわかった。ま

た、その割合は、都道府県ごと、及び災害の種別ごとに大きく異なることが示された。 

 2 つ目は、具体的な事例を用いた推計である。令和元年東日本台風の際の浸水域に立地する

太陽光発電所を示し、それらについて発電量の推計を行った。その結果、本分析手法で具体的

な損失を推定することができることがわかった。 
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 今回の結果は、災害危険区域に相当数の太陽光発電所が立地していることを示すだけでな

く、今後の太陽光発電所設置の候補地の議論に資するものであると考える。今後、気候変動問

題への対応がさらに重要性を増してくると、再生可能エネルギーを用いた電力の需要はそれに

応じて高まってくる。その際に、災害によって発電量が低減するということを避けるために

も、太陽光発電所が立地している地点、あるいは今後立地しうる地点について災害のリスクを

併せて検討する重要性が示された。  
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5. 再生可能エネルギーの GIS 分析手法の応用に向けた議論 

 本章では、前章で論じた GIS 分析手法を日本およびベトナムでの再生可能エネルギーと災害

の分析についてさらに応用する方法について検討を行う。 

 

5.1 日本の再生可能エネルギーの災害リスク低減 

 日本の政策では、すでに述べたとおり、将来的に太陽光発電所の数を大幅に増やすことを目

標としているため、太陽光発電所をどこに建設するかは重要な課題である。しかし、日本では

山間部が多いため、太陽光発電所の設置場所として利用できる平地は限られている。太陽光発

電所を建設しやすい平地がなくなれば、次に候補となるのは山間部や傾斜地である。その場

合、太陽光発電所の建設地の選定にあたっては、森林破壊などの自然環境破壊だけでなく、土

砂災害や洪水災害のリスクも考慮する必要がある。 

 先行研究では、災害を考慮した建設計画の重要性が指摘されているが（Rediske, 2019）、定量

的な分析に基づいている研究は少ない。日本全国に目を向けると、太陽光発電所の立地と災害

リスク区域が重なる地点数についての研究は行われていない。本研究の結果は、土砂災害や洪

水が発生する可能性が高い地域と、多くの発電所の立地が重なっていることを明示した。 

 土砂災害については、今後、再生可能エネルギー由来の電力需要が増加した場合に、上記の

ようなリスクを考慮する必要がある。水害に関しては、太陽光発電の分類、すなわち屋上型太

陽光発電と分類されるのか、事業用太陽光発電と分類されるのかの区分が重要な問題となる。

水害リスクのある地域では、建物の屋上に設置された太陽光発電パネルの方が被害を受けにく

い。一方、平地に設置される大規模太陽光発電所では、将来の潜在的な被害を防ぐために、洪

水災害リスクを重要な要素として考慮する必要がある。 

 本研究は、すでに建設されている太陽光発電所に焦点を当てた。その結果、土砂災害や洪水

災害の影響を受けやすい地点に、すでに建設されている発電所が一定数存在することが明らか

となった。この結果は、今後の太陽光発電所の建設計画において、災害リスクを考慮すべきこ

とを示唆するものとして有用であると考えられる。今後、異常気象が頻発することが予想され

る中、発電所の立地選定において災害リスク要因を考慮することは、より一層重要になってく

るだろう。 
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5.2 データに基づく保険システムの構築 

 今後、日本における太陽光発電所の立地について、どのような解決策が考えられるだろう

か。解決策の一つとして、今後新設する発電所はすべて、災害の心配のない場所にすることが

考えられる。しかし、今後再生可能エネルギーの需要が急増することが予想されるため、これ

は現実的な答えとは言えない。別の解決策としては、災害リスクのある地域に太陽光発電所を

建設し続ける一方で、災害が発生した場合に備えて保険をかけるということも考えられる。そ

こで、災害の影響を受けやすい地域のデータをもとに、災害リスクの高い地域の太陽光発電所

に対する保険制度を提案したい。本研究の結果、災害リスクのある地域に太陽光発電所が立地

していることが判明したため、太陽光発電所のリスクの種類や大きさを評価し、必要な改善を

行うことで、太陽光発電所事業者向けの保険システムの開発を支援できる可能性がある。保険

は、政府（中央または地方）あるいは民間セクターによって提供できる可能性がある。保険制

度は、災害による被害からの迅速な回復を促進し、太陽光発電事業者が直面するリスクを低減

させることができる。その文脈で、地方自治体が公平で地域に根ざしたエネルギー転換のため

に重要な役割を果たすことができるという Fraser（2019）の議論を支持する。 

 また、災害リスクの高い地域に立地する太陽光発電所の数は、都道府県によって大きな差が

あることがわかる。各都道府県はその規模や地形、太陽光発電への投資額などにばらつきがあ

る。自治体や民間企業は、これらの違いを適切に把握し、防災の観点も踏まえて、適切な場所

での太陽光発電の普及を検討することが必要である。 

 2021 年 5月に改正された地球温暖化対策の推進に関する法律では、都道府県が再生可能エネ

ルギーの推進目標を設定し、地域を特定すること（環境省、2021a）と規定されている。どのよ

うな場所を自然エネルギーの推進地域とするかは、環境省条令で決められている。ただし、環

境省条令は災害リスクの高い地域を除外していない。本稿執筆時点（2021 年 11月）では、環

境省は、災害リスクの高い地域を自然エネルギーの推進地域から除外する方針を有識者と協議

して決定する予定である（環境省、2021b）。そのため、今回の太陽光発電所の立地と災害危険

地域の重なりに関する分析は、今後予定されている政策議論にも関連する可能性がある。 

 

5.3 開発途上国での応用に向けて：ベトナムの例から 

 日本は自然災害の多い国であり、災害の影響を調べることは必要不可欠である。しかし、今

後更なる気候変動が予測される中、これまで災害が少なかった国にも日本での自然災害の影響

に関する研究は有意義であると考えられる。また、気候変動による自然災害の増加が予想され

る途上国で太陽光発電を普及させる際にも、重要な資料となるだろう。例えば、自然エネルギ
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ーの賦存量が多く有望な再生可能エネルギー市場であるベトナムについて本研究の議論を当て

はめるときに課題となるのは、災害情報の整備、再生可能エネルギーの位置情報の整備、そし

て、災害リスクに対するヘッジの方法である。それらを以下でそれぞれ概観する。 

 まず、ベトナムは、南北に長い国家で、その東側は海に面している。それゆえ、台風による

洪水や浸水の被害が大きい。世界銀行がベトナム政府などと共同で作成した報告書では、沿岸

地域に住む 1180万人が 100 年以内に、あるいは 10 年以内に 10%の確率で洪水の被害に遭い、

その住居の 35%が侵食の進む沿岸地域にあるとされている。さらに、そうした海岸沿いの地域

は今後の経済発展の牽引役でもあるため、対策が急務である（World Bank, 2020）。また、同報

告書では、以下の 2 つのグラフが示す通り、電力網や発電施設に自然災害が被害を及ぼす確率

は高くなっている。前者は、森林域に張り巡らされた送配電網が強風に晒される可能性を示し

ている。台風などの強風によって、送配電網が断線することは電力システムに危機をもたら

す。後者の図は、ベトナムの発電施設が河川による、あるいは沿岸における洪水のリスクに晒

されている状況を示している。さらに、ベトナムでは、各地域のハザードマップも体系的に作

成されていないという点にも留意が必要である（JICA, 2015）。 

 

 
図 5.1 ベトナムの森林域にある送配電網と⾵速 
（出典：World Bank, 2020） 
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図 5.2 ベトナムの発電所の洪⽔リスク 
（出典：World Bank, 2020） 

 

 気候変動による気温上昇が進むと水による災害が増加する。そのことは、大気循環モデル

（General Circulation Model）の解析からも見てとれる。大気循環モデルは、気候の変化をシミ

ュレーションする数理モデルである。過去に遡ったモデリングや気候変動を加味して将来予測

を行うモデリングなどがある。また、モデルのとるデータによって結果が異なる。ここでは、

日本・欧州・米国の各機関が提供する気象モデルによるデータを６つ取り上げて、ベトナムの

首都ハノイを対象に、降水量の変化を分析した。 

 具体的には、ハノイの地点として北緯 21.06082度、東経 105.75度 の地点を対象に、GCM の

過去のモデル及び将来予測のモデルに基づくデータを抽出し、その降水量を計算した。まず、

過去実験については、気象庁の GCM から過去実験（HPB）のデータを 60 年間 (1951 年〜2010

年)分抽出し、降水量についてグラフ化及び平均値をとった。その結果、各年の降水量の平均値

と最大値について 60 年分の平均をとったところ、それぞれ、平均値は 4.5mm/日、最大値は

15.2mm/日であった。 
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図 5.3 GCM データ（過去実験）を用いた過去の最大降水量推計 

 
図 5.4 GCM データ（過去実験）を用いた過去の最大降水量推計 
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 同じ要領で将来実験について、世界でよく使われる 6 つの機関のモデルを用いて、気温が 4

度上昇した場合の将来の 60 年間（2051 年〜2110 年）の降水量についてデータを分析した。6 つ

のモデルは、CCSM4 (Community Climate System Model, 米)、GFDL-CM3 (Geophysical Fluid 

Dynamics Laboratory, 米)、HadGEM2-AO (Met Office Hadley Centre, 英)、MIROC5 (Model for 

Interdiciplinary Research on Climate, 日)、MPI-ESM-MR  (Max-Planck-Institut für Meteorologie, 独)、

MRI-CGCM3 (Meteorological Research Institute, 日)である。これらのモデルでそれぞれ 15メンバ

ーずつシミュレーションされた結果のデータを抽出した。そして、過去実験と同じく、各年の

平均値と最大値について全期間の平均値を算出した。その結果、それぞれ、平均値は 5.0mm/

日、最大値は 28.4mm/日であった。過去実験と将来 4度昇温実験の結果を比較すると、平均降

水量については 10%程度の上昇にとどまるのに対して、最大降水量は 90%程度も増加してい

る。降水量の最大値の上昇は災害の増加につながりやすいため、気候変動が進展すると災害の

危険性が上がることが示される。 

 
図 5.5 GCMデータ（将来 4度昇温実験）を⽤いた将来の平均降⽔量推計 
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図 5.6 GCMデータ（将来 4度昇温実験）を⽤いた将来の最⼤降⽔量推計 
 

 次に、本研究が焦点を当てている再生可能エネルギーの立地の災害リスクについて、ベトナ

ムを対象に分析をする際に大きな壁となるのが、データの利用可能性である。日本の発電所の

データは、国が保有しつつ、GIS形式のデータベースにはなっていない10。しかし、研究者によ

って、そのデータベースが一般に利用可能な状態になっている。一方で、ベトナムの再生可能

エネルギーの立地に関するデータは、GIS形式で利用なものは現時点で存在しない11。すなわ

ち、その分析のためには、まず情報が体系的に利用可能なデータベースとして構築され、公開

される必要がある。 

 最後に、ベトナムにおける再生可能エネルギーが災害リスクから免れるためには、その投資

の面で、リスクヘッジがなされる必要がある。上記の日本での今後の対策の部分でも述べたよ

うに、ベトナムにおいても、各種災害による被害額の想定に基づいた保険制度が有効に機能し

 
10 Electrical Japan. http://agora.ex.nii.ac.jp/earthquake/201103-eastjapan/energy/electrical-japan/ 
11 ベトナムの再生可能エネルギーの情報をまとめている DEVI Renewable Energies 
（https://devi-renewable.com/）への 2021年 6月 14日時点の聞き取りによる。 
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うる。そのためにも、再生可能エネルギーの立地のデータと災害リスクのデータが整備される

ことが重要である。 
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6. おわりに：結論と今後の展望 

 

6.1 結論 

 気候変動問題への対策のために、再生可能エネルギーの導入拡大が先進国を中心に急激に進

んでいる。一方で、日本のように災害の多い国では、その立地には土砂災害や洪水といったリ

スクが伴う。国の電源構成に占める再生可能エネルギーの割合が増えるにつれて、こうしたリ

スクは生活インフラに関係する大きな課題となる。 

 本論文は、日本の太陽光発電所と災害リスクの所在地を分析し、複数の発電所が災害リスク

のあるエリアに所在していることを明らかにした。具体的には、今回対象としたのは土砂災害

と洪水である。これらのリスクが存在する地点に太陽光発電所が複数立地していることが明ら

かになった。太陽光発電所の立地点に関する地理情報データに基づいて、それらの立地点と土

砂災害及び洪水を対象とする災害リスクとの地理的な比較分析をおこなった。 

 その結果、先行研究では示されていない日本全国を対象とした太陽光発電所自体の持つ脆弱

性について初めて知見が得られた。また、太陽光発電所の年間発電量の推計により災害が起こ

った場合の損失を推定し、復旧までの期間を短くすることで太陽光による発電量の低減を防ぎ

うることを示唆することができた。こうしたリスクの分析に基づいて、国土の限られた中で太

陽光発電所の増設に必要な投資を促進するために、ある程度災害発生のリスクの存在するエリ

アに建設する発電事業者のリスクを軽減する保険を推奨する仕組みが必要と提言した。 

 また、今後、気候変動が進展すると、自然災害のリスクは日本に限らず世界中でさらに大き

くなる。その際には、開発途上国はインフラが先進国と比較して整っていないためにより被害

を受けることになる。加えて、国際的な世論や支援の背景から、開発途上国においても、今後

の経済成長に伴って再生可能エネルギーの導入が進んでいく。現に、ベトナムでもすでに再生

可能エネルギーの導入が政府によって推進されている。そうした背景にあって、本論文は、再

生可能エネルギーの導入に災害リスクを考慮すべき点を提起している。 

 

6.2 研究の課題 

 台風や強風は太陽光発電所で多くの事故を引き起こすが、台風や強風のリスクは、今回の分

析には含まれていない。その理由は、台風の潜在経路が多岐にわたるため、台風リスクと太陽

光パネルの設置位置の重なりを示すことが難しいからである。しかし、大神（2019）が示すよ

うに、台風や強風が太陽光発電所の事故につながることもある。また、太陽光発電所の設置場
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所と風の強さが風力発電所の候補地と競合するという研究も行われている（Obane et al., 

2020）。今後の研究では、太陽光発電所の立地に対する台風や強風のリスクについても検討する

必要があると考えている。例えば、太陽光発電に被害を与える可能性のある過去の最大風速が

一定以上の地域をリスク地域と仮定すれば、本論文で用いた手法は太陽光発電所の強風による

リスク把握に活用することが可能である。また、強風の地域は風力発電に適した地域とも言え

る。太陽光発電と風力発電の棲み分けという課題については、更なる研究が必要である。 

 また、今後の研究の方向性として、土砂災害や洪水の危険地域に太陽光発電所がある場合の

リスクの度合いを評価するフレームワークを構築することも考えられる。今回の研究では、

様々なリスクの度合いを評価することはしなかった。今後、リスクの定量化、あるいは危険地

域に太陽光発電所を建設する際の潜在的なコスト算出などの研究が必要であろう。 

 最後に、この研究を他の地域や国に適用する場合、その地域や国の太陽光発電所の立地情報

や災害リスクに関する情報が必要である。日本の場合でも、太陽光発電所の立地に関する情報

は限られていた。今後、太陽光発電と災害に関するデータ構築をさらに進めることで、日本だ

けでなく世界における研究にも寄与することができると考えられる。 
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Kazuki Hao, Dimiter Ialnazov, Yosuke Yamashiki (2021). GIS Analysis of Solar PV Locations 
and Disaster Risk Areas in Japan. Frontiers in Sustainability. 2:815986. 1-9. 

doi: 10.3389/frsus.2021.815986. 

※本論文の第 2 章及び付録として掲載しているベトナムに関する研究の内容の一部は、以下の

学会で発表された。 

 Kazuki Hao (2016). Using Community Renewable Energy (CRE) to Achieve Sustainable 
Development in Vietnam. 15th International Convention of the East Asian Economic Association 
Conference Proceeding. p99. Bandung, Indonesia, 5-6 November 2016. 
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付録  

 

A. ベトナムでのミクロレベルのエネルギー調査（2015 年〜2016 年実施）12 

 

A.1 ベトナムのコミュニティレベルでの再エネ導入の事例分析 

 ここでは、再生可能エネルギーが導入されている事例を取り上げて、それがもたらす利益の

構造を分析する。まず、ベトナムの行政構造からコミュニティの位置付けをする。次に、ベト

ナムのコミュニティレベルでの再エネ導入の概観を述べる。第三に、企業を主体とする再エネ

導入の事例について分析結果を述べる。第四に、家計を中心にした再エネ活用事例について分

析結果を述べる。その上で、フィールド調査中に発見されたコミュニティでの再エネ活用の萌

芽について触れ、将来的な展望としてまとめる。 

 

A.1.1 コミュニティレベルでの再エネの現状 

 地域コミュニティのレベルで再生可能エネルギーを導入する意義は、本論文で多くの紙面を

割いて論じてきた通り、環境問題の解決に資するばかりではなく、地域経済・社会の発展への

寄与、エネルギー・アクセスの向上などにも資すると考えられる13。ここでは、再生可能エネ

ルギーが、ベトナムの地域コミュニティで実際にどのように導入されているのかを分析し、そ

こから問題点を浮かび上がらせていくのが目的である。 

 

A.1.2 ベトナムの地方行政 

 具体的な事例分析を行う前に、ベトナムの地方行政の構造がどうなっているのかを簡単に把

握する。ベトナムには地方自治制はない。ベトナムの地方行政の構造は14、下図のように、中

央政府を頂点とする四層のピラミッド構造になっている。強固な中央集権構造である。それぞ

れのレベル、つまり省レベル、県・市レベル、町・村（コミューン）レベルには、人民委員会

と人民評議会が存在している。それぞれ、委員会が行政府であり、評議会は議会の役割を果た

す。どちらも、地方自治体の機関ではなく、国家機関として位置付けられている。人民委員会

は、上位機関と、同じレベルの他の機関による指示・指導に対して責任を取る必要がある。こ

 
12 本付録は、大学院プログラム 3年次（2016 年度）の QE2 時に提出した論文草稿の一部を抜粋したもの

である。 
13 Sathaye et al.  (2011). p 715.  
14 池田 (2004), pp 10-13. 
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のことを指して、「二重の従属」と呼ばれ、ベトナムの行政が潤滑にいかない場合の理由とされ

ることがある。他方、人民評議会は、公式には選挙による選出ということになっているが、実

質的には共産党員のみが選出される。これらを鑑みると、コミューンレベルでの行政組織であ

る人民委員会は、県・市の上位レベルの行政組織と、コミュニティ住民の意見を完全に反映し

ているとは言えないコミューンレベルの評議会の指導とそれらへの説明責任を有することにな

る。そうだとすると、コミューンの人民委員会は必然的にコミュニティの主体性というものを

体現できないということになる。 

 

 

 また、本論に関わる点として、ベトナムの地方税制についても触れておく。ベトナムの地方

税制は、1996 年、2002 年、及び 2015 年に改正された国家予算法により規定されている。2016

年まで有効であった 2002 年国家予算法は、省レベルでの予算権限を強化するものであった。そ

れまで省・県・社レベルで曖昧に割り当てられていた権限を省レベルに集めて、賞ごとの経済

ニーズ等に対応できるようにした15。2015 年国家予算法でも、省レベルでの地方予算権限が与

えられているのは変わらない16。加えて、省レベルでの予算も、中央レベルでの許認可が必要

となる点においては、根本的な権限が国にあるということも指摘できる。 

 
15 内村 & 高野 (2009). 
16 
法律第83/2015/QH13号「第9条：収入源・支出任務の管理分級原則及び各予算級の関係」では「1.中央予

算、各地方政権級の予算は、具体的な収入源と支出任務が分級される。」及び「3.地方予算は、振り分け

られた支出任務を主体的に実現できるように収入源が分級される。省級人民委員会は自己地域における

図 A.1 ベトナムの⾏政構造1 
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A.1.3 地域での再エネ導入の主体 

 ベトナムにはコミュニティという行政単位が欠如している。これは、エネルギーの面から見

ても同様のことが言える。つまり、すでに前章で述べた通り、ベトナムで企業により発電され

る電力は全て国有電力企業である EVN に売電される。加えて、その発電所の設置認可等は省レ

ベルで行われる17。また、ベトナムの税制の規定から、そのプロジェクトが立地するコミュー

ンレベル、及び県・市レベルでの財政権限はないと言える。そのため、たとえ再生可能エネル

ギーのプロジェクトが当該地域で行われたとしても、直接的な地域（コミューン及び県）の税

収となるわけではない。そういう意味でも、コミュニティが主体となって再エネ事業を行った

り誘致したりするインセンティブには充分に欠ける。 

 そうした場合、地域での再エネを導入実行するのはどのような主体・アクターであろうか。

それは、以下で具体例を見ていくことで明らかになるように、企業及び NGO と家計である。

企業にとっては、国が再生可能エネルギー導入を促進するために行っている政策を使うことで

事業利益を上げることができる。NGO は、再生可能エネルギーの導入促進を行う企業を支援す

ることで、コミュニティの参画や貧困の削減、環境保全などを達成するという目的がある。家

計レベルでは、再生可能エネルギー導入の利点として、その家計が使用する LPガスや薪とい

ったエネルギー源にかかる直接的・間接的（機会）費用を削減することができる。それぞれに

ついて、より詳細にその構造を概観する。 

 

A.1.4 企業及び NGO を主体とする再生可能エネルギー 

 企業を主体とする再生可能エネルギーはすでに述べたように、全て国有電力企業である EVN

に売電される。その導入に政府の支援がつくことはすでに前章で述べた通りである。逆にいう

と、政府の支援がついていないタイプの再生可能エネルギーは経済的に現状では成り立たない

ということでもある。具体的に行われている種類は、小規模水力発電、バイオマス発電、及び

風力発電である。太陽光発電に対する固定価格買取制度が策定され、今後実行に映されていく

 

各級の経済社会管理階級、国防・安寧、管理能力に応じて収入源・支出任務の分級を決定するものとす

る。」とされている。 
17 
一部のプロジェクトでは、国の省庁の認可が優先されるという指摘もある。つまり、資源環境省(MONR
E)の認可を得ずに、農業農村開発省(MARD)の許可によって小規模水力発電のための森林伐採を行う、な

どである。 
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と考えられるが、現時点での太陽光発電は存在しない18。前章第 3節で述べたように、小規模

水力発電に対しては ACT が、バイオマス発電（バガス使用）と風力発電に対しては FIT が適用

される。これらの事業は主に、民間の国内企業によって行われている。 

 環境 NGO による支援も見られた。前章で触れた Vietnam Sustainable Energy Alliance は再エネ

事業に積極的であるように思われる19。海外の支援機関（及びそのベトナム支部）によって財

政的な援助を受けて、コミュニティでの貧困削減に資するようなプロジェクトを支援してい

る。次節で詳しく述べるが、これは将来の「エネルギー自治」に向けた萌芽と見ることができ

るかもしれない。 

 

A.1.5 家計レベルでの再生可能エネルギー 

 家計レベル、特に農村域の家計による再生可能エネルギーは、一般に先進国で考えられてい

る以上に浸透しているということができるだろう。それは、これらの地域では、長らく伝統的

なバイオマス資源を有効に活用する文化が残っていたということに起因する。そもそも、当然

のことながら、これらの地域では電気を使うということはあまりなかった。そうした場合、家

計で使用されるのは、薪などの伝統的バイオマス資源である。薪を使用するためには、木材を

拾いにいくという労働を行わなければならない。このような背景に加えて、農村域では、豚や

鶏などの家畜を飼育しているところが多い。これらの家畜は、屎尿を排出する。それは汚臭を

発するため、自身を含む近隣住民の不快感をあげる。これらの条件に、バイオガスの熱源利用

という技術が加わることで、バイオガスシステムは農村域で爆発的に普及した。ある調査研究

では、300万の設備が導入されているという20。 

 バイオガス以外にも、家計レベルでの導入が見られる再生可能エネルギーとしては、超小規

模水力発電、太陽熱温水器などが挙げられる21。それらの特徴として挙げられるのは、次の点

である。すなわち、家計内での使用に限定され、金銭的な利得を直接得ることではなく、それ

 
18 
厳密にいうと、Intelがホーチミン市の工場内での使用目的で設置した太陽光発電設備は存在する。しか

し、これは工場内のみでの使用を目的としているものであるので、本論の趣旨から外れる。 
19 
例えば、2015年6月には、Energy and the Poorというシンポジウムがこれらの組織によって行われていた。

再生可能エネルギーによる貧困削減は、途上国でよく見られる取り組みであると述べたが、これはその

典型的なものであると言える。 
20 Meier et al., (2014). 
21 
2015年6月のThai Binh省での調査では、小型の風力発電機を自家製作詞て使っていたと言っていた家計が

一つあったが、それは例外として排除した。 
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によって削減される電力代やガス代、及び薪集めの機会費用などの削減を目的としている、と

いう点である。加えて、バイオガスの事例では、家畜の屎尿を分解しておしゅうを抑えるとい

う生活環境改善の目的もある。むしろ、多くの家計での調査では、この目的が本来の目的であ

ったことがわかった。 

 次節では、それぞれ、企業を主体とする再生可能エネルギーと、家計レベルでの再生可能エ

ネルギーの導入事例をそれぞれ分析していく。 

 

A.2 企業を主体とする再生可能エネルギーの事例分析 

 ここでは、上記の分類に基づき、小規模水力発電と二つのバイオマスの事例を取り扱う。こ

の二つの電力源は、ベトナムの再エネの大部分を占める。風力発電も政府の固定価格買取政策

により存在しているが、その規模は現時点では限られている。もちろん、風力発電のポテンシ

ャルは高いとされているので、制度改革などによりさらに導入が進むと考えられる。今後の研

究で分析を行いたい22。 

 以下で取り上げる事例は、第一に、Hoa Binh省の小規模水力発電事業である。2015 年 6月に

行った現地調査に基づいている。第二に、Tay Ninh省のバイオマス発電事業である。2016 年 5

月に行われた調査に基づいている。第三に取り上げるのは、Thai Binh省の NGO の支援による

バイオガスプロジェクトである。2015 年 4月に行われた調査に基づいている。第一、第二の事

例は、政府の支援政策を用いて行われている事業である。これらのタイプのプロジェクトとし

て、典型的なものであると言えるだろう。一方で、第三のバイオガスプロジェクトは、NGO が

養豚業者と人民委員会を支援して行われたプロジェクトであり、Local Energy Planning と呼ばれ

るプログラムのうちの一つである。これまで述べてきた「エネルギー自治」には程遠いが、コ

ミュニティ利益を志向したものとして興味深い事例である。 

 

A.2.1 Hoa Binh省の小規模水力発電 

概要 

 Hoa Binh省はベトナム北部に位置する省である。首都ハノイから 80kmほど内陸に入ったと

ころにある。この省の Cao Phong県に、本節で取り上げる小規模水力発電所がある。 

 この発電所は、Van Hong社（本社は Hoa Binh市）によって 2009 年に着工し、2011 年に竣

工、稼働を始めた。建設費は約 3000億ベトナムドン（1300万米ドル相当）であった。発電機 3

 
22 ベトナムの風力発電に関しては、Luong (2015)などで最新の研究状況が論じられている。 
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台で合計 2.7MW の容量を持っている。水量は豊富にあり、ほぼ常時稼働しているとのことであ

った。残念ながら売電価格は聞くことができなかった。 

 この発電所を経営している Van Hong社は政府の税制に基づき、省政府に対して法人税を納め

ている。その税額は、すでに述べた優遇税制基づく。すなわち、営業開始から 4 年の間は全額

免除であり、その後の 9 年間は半額免除の 11%を支払う。省政府はその下位組織である県政

府、人民委員会に対して指導や予算分配を行う。人民委員会は村民に対して、電力費用の補償

を行う。また、Van Hong社も村民に対して土地補償を行う。その構造は下図に示すとおりであ

る。 

 

表 A.1 ⼩規模⽔⼒プロジェクトの概略23 

 
 

 
23 Van Hong社に対するインタビュー（2015年6月）、及びEVNのウェブページ： 
http://www.nldc.evn.vn/newsg/3/1509/Ban-hanh-Bieu-gia-chi-phi-tranh-duoc-va-khung-gia-phat-dien-nam-
2015/default.aspx (2015年11月4日アクセス。) をもとに作成。 
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図 A.2 ⼩規模⽔⼒プロジェクトの構造24 
 

地域への利益 

 このモデルにおいて、地域への利益は非常に限られていると言わざるをえない。最たる理由

は、再生可能エネルギーとして導入している電力は、一旦 EVN に対して売電され、そこから再

び配電されることになるからである。確かに、電力価格に対する補償は地域の人民委員会によ

ってなされる。1ヶ月あたり 100,000 ベトナムドン（およそ 5米ドル）が電力の補助として支払

われる。しかし、土地補償はわずかであり、そもそも再生可能エネルギーを導入しながら、そ

の電力が EVN に売電されたのち、再び村に配電されるのは非効率であるからである。 

 

問題点 

 これまで見てきたこの小規模水力発電は、地域への利益還元という意味であまり有効ではな

く、環境保全の点においても効率的ではない。その理由は以下の４点があげられる。第一に、

住民への補償が曖昧かつ限られている点である。住民への補償は、土地収用に対する補償と各

家庭への電力費用の補助がある。しかし、特に土地収用補償の額は僅少であり、またいつまで

補償されるのかといったことが不明である。第二、再生可能エネルギーのプロジェクトである

のに、電力をグリッドに繋げて EVN に売電しなければならないという制約から、2次的な環境

問題を起こす原因となってしまっている点である。これは、省庁間の責任の所在が不明である

ということも原因の一つである。つまり、山間部の森林は MARD の管轄、河川水質の管理は

 
24 IoE、Van Hong社、及び村民に対する聞き取りをもとに著者作成。 
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MONRE の管轄であるが、電力は MOIT の管轄である。そのため、たとえこの事業による森林

の伐採は MARD の許可を得る必要があるとしても、MOIT の上層とのコネクションがあること

でその許可なくプロジェクトが遂行できる、といった事態が起こるのである。第三に、電力を

グリッドに出力したのち、再度各住民に対して EVN から売電されるからである。これは法的に

定められていることであるが、非効率を生んでいると言える。第四に、住民の主体性やキャパ

シティーの欠如ということがあげられる。ベトナムの地方政治には、地方自治制は存在しな

い。それが主因となって、コミュニティが主体となる再生可能エネルギーのプロジェクトは達

成できていない。第四点目は、少し質が違う問題である。それは、国家による潜在的な強制と

いう意味合いのものである。どういうことかというと、（大規模）水力発電はこれまで国家プロ

ジェクトとして行われてきた。国家プロジェクトであるので、一党独裁の社会主義国家にあっ

て、住民は政府の決定に従わざるをえない。この感覚が住民に残っているために、それが企業

による小規模な水力発電事業であっても、国家プロジェクトであると勘違いして、住民はあま

り反発し、補償を強く求めるということをしない傾向にある、という点が指摘されていたので

ある25。これらの４点の問題点が、ベトナムが地域での開発を進めている小規模水力発電には

見られるのである。 

 

A.2.2 Tay Ninh省のバイオマス発電 

概要 

 Tay Ninh省はベトナム南部に位置する省である。ホーチミン市から北西に 100km程度の位置

にある。ホーチミン市と同じく、熱帯モンスーン性の気候で、雨季と乾季がある。 

 この省の省都である Tay Ninh市の北に接している Tan Chau県に、ここで取り扱うバイオマス

発電工場がある。この工場は、Thanh Thanh Cong (TTC) Group という国内企業グループの一つ

である Thanh Thanh Cong Tay Ninh Sugar JSC (TTCS)という製糖工場の敷地内にある。TTC傘下

の企業によるバイオマスの発電容量は、同社ホームページによると、ベトナムでのバイオマス

発電容量の 63%を占めるとされている26。その一つが、Tay Ninh省の発電所、TTC Sugat 

Thermoelectric Center で発電されている。概要は以下の表に示した通りである。資本の所有者

は、親会社である TTCS である。この発電設備は、2010 年から稼働しているとのことであっ

た。発電容量は 12MW のタービンを 2機使い、合計で 24MW である。個別の建設コストの情報

 
25 Dr. Nguyen Thi Hoan Lien, Vietnam National University (VNU), University of 
Scienceによる聞き取り調査。2015年6月27日の VNUでのミーティングでの報告。 
26 http://www.ttcgroup.vn/en/business-sector/energy/ (2017年1月15日アクセス。) 
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は得られなかったが、FIT の制度で採算が取れているという話であった。電力は、11月から 4

月のバガスが産出されるシーズンのみの売電であり、それは FIT価格の 1kWh あたりおよそ

1200VND である。1kWh あたり 120VND の利益であるとのことであった。 

 

表 A.2 Tay Ninh省のバイオマス発電所の概要27 

 
 

地域への利益 

 バイオマス発電所の概要については上述した通りである。その地域への利益を見てみる。そ

れは、従業員として 30 人の技術者を運用期間のみ雇用していることである。このうちの 7割は

隣の Tay Ninh市（省都）の大学卒で、残りの 3割は地元の県（Tan Chau県）からの雇用であっ

た。この点について言えば、地元地域での雇用創出がある程度なされているということができ

るだろう。しかし、すでになんども述べているように、この工場で発電された電力は全て EVN

に売電される。また、その利益にかかる税金（法人税）は減免期間が終わったら、省政府によ

り徴収されて、国家によって再分配されるという点で、県レベルでの誘致等のインセンティブ

が働いているわけではない。実際、この会社の Tay Ninh の工場は、フランス資本の Bourbon と

いう会社から当社が買い取ったものであったという経緯がそれを示している。 

 

 
27 Thermoelectric Center長への聞き取りとホームページの情報による。 
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問題点 

 聞き取り及び見学から示された問題点の一つに、発電所の排熱による農業への影響が指摘さ

れていた。発電所からの熱を持った排水は、近くの貯水場にプールされる。そこでの温度変化

が周囲の農業に影響を与えている可能性があることが指摘されていた。 

 

A.2.3 Thai Binh省の「コミュニティバイオガス」プロジェクト 

バイオガス導入の現状 

 バイオガスは再生可能エネルギーの分類に含まれない。また発電が行われるわけでもない。

家畜から発生するメタンガスを収集し、それを燃料として主に調理用の熱源に使用されてい

る。そのため、政府による支援や規制はほとんど行われていない。使用を後押しするインセン

ティブがない代わりに、価格規制等も行われていない。 

 しかしその一方で、バイオガスの賦存量は農村地域において多い。また実際の導入も SNV が

中心となって、全国的な導入を進めている。実際の導入件数も現在では全国で 300万程度の設

備が導入されている28。そのため、今後のベトナムにとって、農村域におけるエネルギー源と

して非常に有望な資源であるということができる。 

 

Thai Binh省のケース 

 Thai Binh省はベトナム北部の海岸沿いに位置する省である。首都ハノイから 100kmほど南東

に位置している。この省の Tien Hai県、Nam Cuong村(コミューン)で行なわれている事例が本

節の対象である。この村では、環境 NGO の Green Innovation and Development（GreenID）が中

心となって、2012 年から Local Energy Planning と呼ばれるプロジェクトが行われた。その中

に、地域へのバイオガス普及を目指したモデルがある。ここでは、そのモデルを紹介する。ま

ず、背景として、村の規模を概略し、次に、地域バイオガスが導入された経緯を述べる。 

 この村は、人口 3,500 人、家計数 900程度の村である。面積は 372ヘクタールである。海岸

沿いに位置しているので、高潮などの被害が発生することがある。主な産業は稲作とエビを中

心とする養殖業である。100%電化されているが、停電はよく発生する。 

 こうした村でコミュニティ・バイオガスのプロジェクトが実施されたのは、環境 NGO の

GreenID の働きかけによるところが大きい。この NGO が中心となり、この村で Local Energy 

Planning というプロジェクトが行われた。GreenID に対するインタビューによると、コミュニテ

 
28 Meier et al. (2014) 
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ィ・バイオガスプロジェクトの資金は、スウェーデンの SIDA という援助機関とシンガポール

のファンドMercy Relief によって拠出されている。その資金と、住民の労働力を使って、本プ

ロジェクトは勧められた。プロジェクトの中には、コミュニティ・バイオガスだけではなく、

学校へのソーラー・ヒーターや市庁舎への太陽光パネルの設置も含まれている。しかし、ここ

では、それらの中で最も規模が大きかったコミュニティ・バイオガスのモデルについて、以

下、コミューンの人民委員会議長と GreenID担当者からのインタビューより、詳細に見る。 

 まず、このモデルの背景を説明する。Nam Cuong コミューンの中に、ハノイ在住の養豚業者

が保有する養豚場があった。タイの CPグループの代理養豚業を行っている。CPグループから

まだ小さい豚を預かり、肥料も受け取る。それをここで養育する。大きくなった時点で、kg あ

たり 3,500VND(2015 年 6月現在 15円程度)で CPグループに販売（返却）する。こうしたビジ

ネスの問題点として、家畜が出す汚臭の問題があった。これに対しては、コミューンの人民委

員会も注意を行うなどしていたという。 

 

 

（⼈⺠委員会、GreenID、養豚場経営者、使⽤家庭への聞き取り調査をもとに著者作成） 
 

 こうした背景があって、それを解決する手段として、バイオガスのモデルが導入された。

SIDA と Mercy Relief の援助の額はそれぞれ、3,000USD と 2,000USD であった。この資金を使っ

図 A.3コミュニティ・バイオガスの構造 
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て、GreenID のイニシアチブと技術的サポートのもと、住民の労働力を使いながら、養豚場か

らコミューンの場所から選択された２１の家庭にパイプを敷設する工事が行われた。各家庭の

バイオガス設備は自前であった。 

 

地域への利益 

 ここでは、このモデルが地域へどのような利益をもたらし、影響を与えたかを論じる。この

モデルによる利益は 3 点あげられる。1 点目は、畜産によって発生する汚臭が改善したことで

ある。プロジェクト前は、約 2000頭の豚が発生させる汚臭が問題となっていた。この問題に関

して、人民委員会の話によると、 

 2 点目は、21 の家庭がバイオガスの供給を無料で受けられるようになったということであ

る。これによって、燃料費が節約された。3 点目は、こうした取り組みの影響を受けて、自主

的にバイオガスの設備を導入する家庭が出てきたという点である。これらの点で、この設備の

導入はこの地域コミュニティに対して直接的、間接的に利益をもたらしたということができ

る。 

 以上のコミュニティへの利点に加えて、このプロジェクトがどのように「エネルギー自治」

と繋がるのかについて、もう少し詳しく見てみたい。それは次の 2 点で表されるだろう。第一

は、このプロジェクトが地域の人民委員会との密接な関わりの中で行われている点があげられ

る。もちろん、NGO の先導があったから実現したというのは事実であろう。しかしながら、以

前から存在していた養豚業者による汚臭問題という地域の環境問題の解決に人民委員会が積極

的であったというのも事実である。そこにバイオガスという技術的な援助が行われることで、

このプロジェクトは進められたと言える。そういう意味において、人民委員会がエネルギー面

で自治体の役割を持ったと論ずることができるだろう。第二に、コミュニティの住民の参画が

みられることである。プロジェクトを行うにあたり、住民は資金的な供出は行っていない。一

方で、パイプラインの敷設に当たって、その労働力となることで一定の役割を果たした。確か

にこれが NGO の指導によるものであるのは指摘すべきことではあるが、しかしながら依然と

してコミュニティ住民の参画という事実は「エネルギー自治」の達成に向けた重要なステップ

であるとも言える。 

 

問題点 
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 上記のような成果があったこのモデルにも、多くの問題点があると考えられる。最も大きな

ものは、持続可能性の欠如である。確かに、地域への利益はあるモデルだが、そのファイナン

ス構造を含めて、NGO や海外からの投資などの協力が不可欠であり、将来的に持続性があるモ

デルだとは言えない。この事例では、国外の NGO・NPO等の支援団体によって 5,000ドルの資

金援助が行なわれている。その支援がなければこのプロジェクトは実行されえなかったし、こ

れと同様のプロジェクトを他地域で行うことも難しいと言える。 

 また、この事例、及び Hoa Binh省でのバイオガス導入家庭へのインタビュー29で発見された

現象として、コミュニティ内での共有が行われていないという点があげられる。バイオガスの

問題は、その供給量が多すぎて全て使えない場合があるという点である。そういったバイオガ

スを共有しようという意思は、どこの家庭でも見られなかった。概して導入が比較的うまく進

んでいるバイオガスであるが、今後はこれらの問題にどう対処していくかが課題であろう30。 

 

A.3 家計レベルでの再生可能エネルギー31 

 一般に農村域でのバイオ資源は伝統的に活用されてきている32が、ベトナムでも状況は同じ

である。つまり、農村域では、薪などの伝統的なバイオマス資源が日常的に使用されている。

しかしながら、近年、それに加えて、バイオガスの熱利用や水力発電などの技術が導入され始

めている。以下では、そうした事例の分析を行う。前節で述べた通り、ベトナムではバイオガ

スの使用例が急激に増えている。すでに、300万の設備が導入されているという。その事例を

分析することは有益であると考える。他方、あまり多い導入例があるわけではないが、超小規

模水力発電も導入されている。後で述べる通り、これはせいぜい 5kWh 以下の小さな電力量を

供給する設備である。先行研究では分析をほとんど見ないものである。例外的な事例であるか

もしれないが、依然としてそれを分析することには意味があるように思う。そこで、以下で

は、北部地域でバイオガスと超小規模水力発電に対して行った調査分析を示す。 

 

 

A.3.1 バイオガス 

 
29 この調査は、Hoa Binh省での小規模水力発電事業の調査(2015年6月)に付随して行われた。 
30 
追記として、翌年に行われた調査では、非常に限られた数のエネルギーシェアの事例が見られた。次節

参照のこと。 
31 この節の内容は、2016年5月に主にベトナムの北部地域で行われた調査に依る。 
32 第2章第3節。 
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 バイオガスは、ベトナムで大変に広く普及している。その分析はこれまでにも多々なされて

きた。ここでは、主にベトナム北部で行われた調査について簡単にまとめる。これは、後で述

べるバイオガスの共有事例につながる説明である。 

 2016 年 5月に、ベトナムの北部の 4 つの省でバイオガスを導入している家計と導入していな

い家計に対してアンケート調査を行なった。質問票は付録に載っている通りである。4 つの省

は、ベトナム北西部に位置する Son La省と、ハノイ近郊に位置する 3 つの省；Ha Nam省、

Hung Yen省、Vinh Phuc省である33。これらの省で、それぞれおよそ 30家計ずつアンケート調

査を行った。その半分はバイオガス設備を有していて、残り半分は有していない家計群であ

る。 

 その結果、主に次の点がわかった。まず、バイオガスの導入によって LPG にかかるコストが

提言した点である。調査した全ての省で、LPG の費用としてかかっている額が、バイオガスを

導入している家計で低くなっていた。次に、バイオガスの設備に対する政府や行政からの支援

は、省によってまちまちであったが、使用を始めてから 5~10 年というところが多かった。興味

深い点は、どの地域でもバイオガスに対する満足度は高かったという点である。加えて、導入

のきっかけとして、近隣での噂を聞いたというのが一定数いたことも重要であると考える。そ

の導入には地域の人的ネットワークが貢献していると言えるからである。 

 

A.3.2 超小規模水力発電（Pico Hydropower） 

 次に、超小規模水力発電についての事例を述べる。Vinh Phuc省の Tam Dao県は、ベトナム北

部に位置する。Vinh Phuc省自体はハノイ市に隣接する。ハノイの市街からも車で 1~2時間ほど

で着く。この県は、Tam Dao 国立公園という観光資源を有する。その地形的性質として、山岳

地帯であるということが挙げられる。また、Dao族（người Dao）という少数民族が住んでい

る。こうした背景から、この地域では観光業が盛んとなっている。 

 この地域で行われている超小規模発電（Pico Hydropower）は、特殊な事例であると言える。

文献や研究者間の情報でも、ほとんど見られないものである。その理由は、調査の結果からわ

かったこととして、この村の女性（調査家計主の配偶者）がかつて中国に近い Lang Son省で働

いていた時に中国人がこの設備を使用しているのを見て、中国に購入しに行き、それによって

 
33 
Son La省でのアンケート調査のみ、許可の関係から現地協力者に実施を依頼した。その結果、集まった

回答数は31であり、内訳は、28家計がバイオガス設備を有しているものであった。 
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村に広まったという経緯によるものである。それに関連して、多くの製品は中国からの輸入品

であるということがわかった。 

 超小規模水力発電とは、1~3kWh の発電設備を個々の家計が使用するものである。これらの

発電設備は、村に沿って流れる川の人工的に作られたダムに、あるいは流れが急な箇所に設置

される。発電された電力は、観光客に販売するための商品を冷やす冷蔵庫・冷凍庫、テレビや

扇風機などに使用される。基本的にはこの供給により電力供給は賄える。しかしながら、雨季

の洪水で設備が不具合を起こした場合などはグリッドの電源を使用する。グリッド電源は 90 年

代末に敷延されたが、山岳地域という特性上、電力の配電ロスによって電力代が高くなる。小

規模水力発電を導入している家計でアンケート調査を行なったもののうち、9割近くがその導

入によって電気代が下がったと答えた。 

 一方で、問題点も指摘された。それは、雨季の洪水による設備不良に加えて、落ち葉などが

発電機に詰まることで電力が弱まり、家電が発火すると行った事案があった。手入れをする必

要があるとのことであった。さらに、手入れをする際に、発電機の中に潜んでいる蛇に噛まれ

ることや、感電するという危険性も指摘された。これらの点については、この発電事業が特に

規制されているわけではなく、住民が自らの判断で行なっているということも原因であると考

えられる。一方で、これらが適切に管理されずに、一律に規制ということになると、住民の福

祉を損なうことにもなるだろう。慎重な政策が求められる。 

 

A.3.3 コミュニティ内のエネルギーシェア事例 

 上述のバイオガスと超小規模水力発電に関して、余剰エネルギーをシェアする動きが見られ

た。非常に限られた数の事例ではあるが、これはこれまでの文献では全く指摘されていない点

である。 

 まず、バイオガスに関して述べる。バイオガスは、上記の通り、基本的には個別の家計で導

入される設備である。それは、家畜の糞尿処理という目的に付随する副産物として生じるもの

である。そのため、家畜を保有しない家計においては導入することはできない。例えば、個人

商店を営む家計では、導入できない。一方で、家畜を多数保有している家計では、使用可能な

バイオガス量は時に需要量を上回る。特に、夏季には上回ることが多いことがわかった。これ

らの余剰バイオガスは、燃焼されて待機中に放出される。そうしない場合、ガスによる中毒な

どの危険性がある34。 

 
34 2016年6月のHanoi WSでのDr. Dang Thanh Tu (Institute of Environmental Technology)の報告資料による。 
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 こうした背景において、Hung Yen と Vinh Phuc でバイオガス導入家計に、近隣の家計と余剰

バイオガスを共有する事例が存在した。Hung Yen では、100匹程度の豚を飼う家計が、道路を

挟んだ向かい側の商店に余剰分のバイオガスを供給していた。商店は家畜を有していない。供

給方法は、既存の電線にガスパイプラインを巻きつけるというものであった35。パイプと熱利

用のための調理器具は供給される側が費用負担をしていたが、ガス自体は無償で提供されてい

た。また、Vinh Phuc では、20匹の豚を飼う家計が、隣の親族の家にバイオガスを供給してお

り、その結果として、供給を受ける側の家では LPG の消費量が前よりも少なくなった。 

 次に、超小規模水力発電についてのシェア事例を述べる。上述の小規模発電を導入している

家計のうち、親戚の家から無償で供給を受けているものと、設備の不具合があった場合に延長

コードで隣の家から電源供給を受けるという事例が見られた。このコードは、国有の配電網に

沿うかたちで引かれている。また、前者において、使用する量以上の発電量があることが親戚

の家に電源を供給する理由であった。 

 これらのバイオガスと超小規模水力発電の近隣家計内での共有という事例は、コミュニティ

での「エネルギー自治」というには程遠い。しかしながら、家計という細微な区分でのエネル

ギーのグリーン化を、コミュニティでのエネルギー自治へと昇華させていくための第一歩であ

るという評価はできよう。これを事例として公表し、それをすくい上げるような政策が制定さ

れていくことが今後の課題であると言える。 

 

A.4 コミュニティ再エネの萌芽と展望 

 以上、本付録では、地域レベルでの再生可能エネルギー導入について見てきた。まず、ベト

ナムの行政構造を見たのちに、再生可能エネルギーの特色をその導入主体の分類に合わせて論

じた。すなわち、企業ベースでの再生可能エネルギーの導入と家計レベルでの利用に大別でき

ることがわかった。これらは、基本的にその地域への利益が少ないという観点から、「エネルギ

ー自治」とは呼べないだろう。しかしながら、そうした事例の中で、それらに性質は似ていな

がら、若干コミュニティを志向している事例として、NGO による養豚業者が産出するバイオガ

スの近隣住民での活用事例、及び、家計レベルでの余剰エネルギーを近隣住民に提供するとい

う事例が見つかった。これらは、ある意味「エネルギー自治」に向けた第一歩と見ることはで

きるのではないだろうか。 

 今後の展望として述べるとすれば、これらの事例分析から見出された「エネルギー自治」の

障壁を取り除く努力が必要となるということだろう。政府レベルでは、行政的な枠組みの改変

 
35 この安全性は問われる必要がある。 
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による再生可能エネルギーの地域経済への貢献の後押しをすることである。また、コミュニテ

ィレベルでは、すでに存在する人的ネットワークの拡充と、資本蓄積などによる再生可能エネ

ルギー事業への投資の促進が求められていくこととなるだろう。 
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B. 2016 年 5月の調査での質問票 

（企業用及び家計用。ベトナム語は Institute of Environmental Technology の Dr. Dang Thanh Tu に

よる。） 
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C. 2015 年 6月の調査での質問票 

（政策担当者用及び家計用。実施には英越の通訳を利用。） 
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